
戦後ドイツの経済格差

――終戦直後および高度成長期に関する分析

．問題の所在

――

山 井 敏 章

１．はじめ

年 月

揺るがした。

位，科学的リ

「ドイツの教

に

，その前年に実施された

日本を含む ヶ国の 歳児

）の学力テストでド

テラシーが 位にとどまった

育の新たなカタストロフ」は

の国際学力テスト（

，約 万人が参加した

イツの成績は，読解力が 位
）
。学力低下・教育制度の欠

翌年９月に実施された連 議

）の結果がドイツを

（

，数学的リテラシーが

陥をめぐって世論は沸騰し，

会選挙に向けた選挙戦の

重要な争点と

万人強の 歳

の結果もまた

ごとの学力格

を持つ親の不

の結

ば，出身家庭

もなった
）
。ドイツでは，

児（および第９学年の生徒）を

一般の大きな関心を惹いた

差が浮き彫りになり，どの州

安（成績の良かった州では安堵

果でいまひとつ注目されたの

の社会状態が読解力に及ぼ

の調査対象となった 校

対象として内容を拡充したテ
）
。 と称されるこのテス

の教育が最も優れているか

と満足）を背景に世情をにぎ

は，学力差と社会階層との関

す影響が，「 の他の諸国

に加えて合計 校，５

ストを実施しており，そ

トでは連 を構成する州

，というような議論が，子

わしたのである。

連である。報告書によれ

と比べてドイツのほとん

どの州で異

能性は，労

了後の進学

区別はかつて

して教育格差

よって大きく

階層差と学

様に強く
）
」，また，上層家庭出

働者子弟のそれの 倍に達

先として基幹学校（

の重要性を失い，これに対し

における最も決定的な要素と

異なり，それが階層ごとの学

力差の関連は近年における教

身の「青少年が他の学校でな

する
）
」。今日のドイツでは，

）・実科学校（ ）の

て，ギムナジウムに進学す

なっている。このギムナジ

力差につながっている，と

育社会学の中心的テーマの

くギムナジウムに通う可

基礎学校（ ）修

いずれを選ぶか，という

るか否かの差が以前にも増

ウムへの進学率が社会層に

いうのである
）
。

ひとつとなっている。苅谷

剛彦の言うよ

り， 年代以

学で支配的に

る「平等神話

クの余震が

上の論説のな

うに，教育が社会の平等化に

降はむしろ「不平等を再生産

なっている
）
。こうした議論が

」の揺らぎという現実があ

続くなか，歴史研究者パウル

かでドイツについて次のよう

貢献する，という 年代

する装置としての学校」と

近年わが国で脚光をあびて

るが
）
，それは日本に限った現

・ノルテは，「われわれの階級

に述べている。

までの楽観的な見方に代わ

いう見方が内外の教育社会

いる背景には，日本におけ

象ではない。 ショッ

社会」と題する 紙

（ ）



「注意深い観

大していること

ことも知ってい

立命館経済

察者であれば，遅くとも 年

を知っている。消費やライフ

る。〔……〕 世紀への移行

学（第 巻・第３号）

代半ば以降，自営労働と非自

スタイルが社会格差を縮める

期においてなお，階級の相違

営労働の所得格差が拡

どころか拡大している

がわれわれの社会を深

く規定している

年４月に

年から 年

「社会格差が拡

って，ドイツの

「貧困について

年代初めに

――学校の選択から健康管理

連 議会に提出されたドイツ

までのさまざまなデータの

大し，分配の公正性が減じた

カトリック・プロテスタント

論じることは相変わらず厳し

おける環境をめぐる論争がそ

，所得から政治権力まで
）
。」

政府による『貧困および富裕

分析に基づき，ほとんどすべ

ことは明白である」と結論づ

両教会は 年の共同声明で

くタブー視されている。貧困

うであったように，科学的に

に関する報告書』は，

ての生活領域において

けている。これに先立

次のように述べていた。

の概念をめぐる論争は，

立証されていないとい

う理由で問題の

盟 ／緑の党政

実施の約束履行

に実施すること

均衡と機会均等

社会国家の実

小はどのような

っているのだろ

存在自体否定されているので

権は，貧困の克服を新政権の

を怠ってきた，と前政権を

を公約した。その最初の成果

という社会国家の基本原理が

現を目指したはずの戦後ド

動きを示してきたのだろうか

うか。こうした関心が本稿の

ある」と。 年に政権を獲

重点課題に据えた。そして，

批判しつつ，「貧困と富」に関

が上にふれた報告書であり，

脅かされている，との診断を

イツ（西ドイツ）において，社

，今日のドイツ社会にはいっ

考察の出発点を成す。

得した社会民主党・同

貧困に関する全国調査

する調査報告を定期的

そこで政府は，社会的

下したのである
）
。

会格差の拡大ないし縮

たいいかなる亀裂が走

２．社会格差

戦後ドイツに

戦後の主要な言

の具体的検討課

まずとりあげ

ーの著書であ

をめぐる戦後の諸言説

おける社会格差をめぐっては

説を振り返り，これによって

題を絞り込んでいくことにす

るべきは，終戦後ドイツの家

ろう。そこで提示された「平

長い論争の歴史がある。以下

本稿で論じる問題の広がりを

る。

族の変容を論じた 年のヘ

準化した中間層社会

では，ドイツにおける

確認し，その上で本稿

ルムート・シェルスキ

」という

化，あるいは増

行していた多数

移動と相俟って

から成る社会が

この社会の特徴

えない
）
。これが

テーゼは，以後の諸研究の出

税やインフレなど，戦争と敗

の人々の社会的没落が加速さ

，「社会的位置の不安定な，

形成されている。高度の社会

であり，今日の社会を階級社

，シェルスキーによる「平準

発点となった。爆撃による家

戦に伴う混乱のなかで，すで

れ，一方，その逆の上に向か

平準化した，小ブル・中間層

的移動による社会の階層形態

会として理解することはもは

化した中間層社会」のテーゼ

屋・財産の喪失や難民

に第一次大戦期から進

う同じく頻繁な社会的

的態度をとる社会層」

そのものの解消こそが

や不可能と言わざるを

である。

社会的地位が

子のより上に登

わめて短くなっ

ないことが平準

のである
）
。」

わが国でいう

流動的かつ不安定であるこ

りたいというこの広範な希求

てしまったことと同時に起き

化する社会の本質的特徴とな

「一億総中流」の楽観的イメ

とから上昇への希求が高まる

は，社会の『梯子』がそもそ

ている。したがって，社会的

り，そこからきわめて深刻な

ージと異なり，シェルスキー

が，しかし，「社会の梯

も解体し，あるいはき

上昇の欲求が満たされ

社会的緊張が発生する

のいう「平準化した中

（ ）



間層社会」は

な社会のなか

があった。シ

戦後ド

このように不安・不満と社会

で支えとなるべき家族の役割

ェルスキーは言う。戦時下お

イツの経済格差（山井）

的緊張に満ちた社会である

を強調することにシェルス

よび終戦後にすべての国家

。そして，そうした不安定

キーの研究のひとつの眼目

・社会秩序が崩壊するなか，

家族の結合

用者〕が恒常

いて，この制

のことによ

族の意義の強

ただし同時

デオロギー化

は大多数の場合，より強固に

的危機に陥るなかで新たな安

度〔家族……引用者〕は，そ

って，そのような社会におけ

調が，「保守主義者」シェル

に彼は，この家族にいま大

のプロセス，すなわち政治世

なった。「より大きな公的機構

定性が求められている。こ

れが容易に変わらない力を

る安定性強化の要因となりう

スキーを特徴づける。

きな負荷が加わっている，と

界の大組織や綱領に自己の

〔国家・経済秩序……引

うした現在の社会状況にお

持っているというまさにそ

るのである
）
。」こうした家

も言う。「脱政治化と脱イ

アイデンティティを見出す

ことがなく

域，とりわけ

族のモザイク

組織諸形態が

集団形成の残

戦争と敗戦

など小規模

なっていくプロセス，そして

）に表れる広範な層の懐疑主

家族に向かっている。」しか

」でしかありえない。シェル

硬直化し，さらには機能不全

滓に人々が支えを求める，と

後の混乱がこのプロセスを加

な集団への指向との狭間で，

たとえば『勝手にやってく

義。こうした現象の反面とし

し，このような状況のもとで

スキーによればこうした事

になるという「文明化の第

いう長期的変化の過程を根

速したのである。「むき出しの

その間をつなぐべき公共性

れ』という考え方（

て，人々の関心は私的領

は，家族は「孤立した家

態は，生産・政治・行政の

二段階」のもとで，自然的

底にもっている。そして，

官僚制」と，家族や友人

（
‥

）は解体し，

官僚制的諸組

公共性の領域

過大な負担を

密性が死滅し

後ドイツに

デオロギーの

断罪し，国家

織の操作対象に変じてしまう

で果たされてきた諸機能が家

負うことになる。この結果，

，それらが担っていた精神的

ついてのシェルスキーの時代

『解体』というような要求は

・経済改革の基準として新た

。と同時に，声望や権力の

族等私的集団に集中するこ

公共性の崩壊と並行して，

負担軽減の機能が失われて

診断であり，そのうえで彼は

，危機を深めるだけの危険

な家族像構築の必要を訴え

獲得など，これまでまさに

とにより，これらの集団は

家族その他私的諸集団の親

いくのである。これが，戦

，「古くさくなった家族イ

な企てとなりかねない」と

るのである
）
。

「平準化し

の出発点とな

たとえばラ

れた社会

移動に関して

ワイトカラ

間層と労働

た中間層社会」というシェル

り，その際，さまざまな批判

ルフ・ダーレンドルフは

」と捉え

ドイツ社会には３つのバリ

ー（ ％）および中間層（ ％

者（ ％）との間の境，最後

スキーのテーゼは，社会的不

を受けることになる
）
。

年の著書で，戦後西ドイツ

うる，と主張した。ダーレン

アがある。ひとつはエリート

）との間の境。ふたつ目は，

は労働者および「虚偽の中間

平等に関する以後の議論

の実相はむしろ「二分化さ

ドルフによれば，社会的

（全人口の１％未満）と，ホ

ホワイトカラーおよび中

層
）
」

（ ％）と下

り，ドイツの

ずれに属する

これに先立

ェルスキーの

味を失う，と

層民（５％）との間の境である

社会はこのラインの上３分の

かは，傾向的には生まれによ

つ 年の著書でもすでに

テーゼに批判を加えている。

するシェルスキーに対して，

。このうち最も乗り越え困難

１と下３分の２とに二分さ

って決まっているのである

ダーレンドルフは，「平準化し

そこでは，社会的移動の大

ひとつには，ダーレンドル

なのは２番目の境界であ

れている。そして，そのい
）
。

た中間層社会」というシ

幅な増大によって階級は意

フが階級関係の最も根本的

（ ）



な要素と見る

ダーレンドルフ

における権力行

立命館経済

「権力の分配の不均衡」（＝支配

は，「支配団体

使への参加，もしくはそれか

学（第 巻・第３号）

）の問題が見落とされている

らの排除によって支配階級と

，との批判がなされる。

」内部

被支配階級とを区別す

る。「支配団体

部に多数存在す

することになる

論は，支配関係

のであり，「所

労使の対立を政

会全体に対する
）

」とは，支配・服従関係を内

るから（たとえば企業は典型的

（支配団体が あれば ）。生

が生産手段の所有に直結して

有と経営の分離」が一般的に

治闘争に直結させるマルクス

規定力を失い，「産業と社会

部に含む社会集団であり，こ

な「支配集団」のひとつである

産手段の所有・非所有を基準

表れるという彼の生きた時代

なった後期資本主義社会には

の見方は，労使紛争を含む産

の分離」が進行した後期資本

のような団体は社会内

），階級も当然多数存在

とするマルクスの階級

の特性に規定されたも

当てはまらない。また，

業内部の社会関係が社

主義社会には適用不能

である。このよ

配」および「階

さらに，社会

てダーレンドル

は，「いつもふ

うなものなので

るいはバス」と

ベックによれ

うな独自の階級論を提示し

級」の問題の欠如を批判する

的移動の大幅な増大によって

フは，個々人の社会的移動と

さがってはいるが，しかしい

ある
）
。しかし，ウルリッヒ・

しても階級は意味を失ってい

ば， 年代における経

つつダーレンドルフは，シェ

のである
）
。

階級は意味を失う，とのシェ

階級の存在とは別の問題であ

つも別の人が入っているホテ

ベックの 年の著書では，

る，と言われる。

済の再建と 年代におけ

ルスキーにおける「支

ルスキーの主張に対し

る，と論じる。階級と

ルあるいはバス」のよ

そのような「ホテルあ

る教育機会の拡大の下

で社会全体とし

は意味を失った

まとめた，身分

らばらに壊れ始

を通じて与えら

件および交際の

……引用者〕教

て生活水準が向上し（「エレ

。すなわち 年代以降，「

的特徴をもち『市場に媒介さ

めた。階級のさまざまな要素

れる物的状況，伝統および

ネットワークのなかで得ら

育に依存する度合いが増し，

ベーター効果」），それとともに

マックス・ヴェーバーが『社

れた共同性』を有する複雑で

，すなわち，市場におけるそ

『後期身分制的』生活スタイル

れるまとまりの意識は，〔社会

社会的移動のチャンスと強制

階級というカテゴリー

会階級』という概念で

不安定なまとまりはば

れぞれ別個のチャンス

の作用，共通する諸条

的地位の獲得のために

が高まり，競争関係が

拡大したこと等

的移動によって

険に直面するこ

における大量失

った。また失業

すでに最低１回

なった
）
。

によって解体し，あるいは

不平等が解消されたわけでは

ととなり，社会的不平等は

業は，まさに個人にふりかか

は，それがきわめて広範囲

失業を経験している！）ある階

識別不能なまでに変化してし

ない。むしろ，いまや一人ひ

「個人化」しているのである。

る運命として個々の人間に重

におよぶことによって（就業者

級に固有の経験ではなくなり

まった」。ただし，社会

とりの人間が社会的危

とりわけ 年代以降

くのしかかることにな

の少なくとも３分の１が

，「ノーマルなもの」と

ベックの指摘

りである。そう

級社会」という

以上，社会格

てきたことが知

点が，「古典的

する大量失業が現在にいたる

したなか，本稿の冒頭でふれ

言葉が再び姿を現しつつある

差，社会的不平等の問題が，

られよう。その際，経済格差

」階級社会解体後の社会をど

まで続くドイツの宿痾となっ

たように，いったんは死語と

のである。

戦後ドイツ社会の変容を論じ

と社会的移動という社会格差

う捉えるか，という問題と絡

ていることは周知の通

なったかに見えた「階

る際の重要な軸となっ

を論じる際の中心的論

みながら論じられてき

（ ）



た。われわれ

的移動の両者

変容のプロ

戦後ド

がとりくもうとするのもまさ

について主として統計数値に

セスを見通すこと，さらにそ

イツの経済格差（山井）

にこうした問題である。具

もとづく分析を行い，これ

のうえで，「階級」概念をひと

体的には，経済格差と社会

を通じて戦後ドイツ社会の

つの導きの糸としながら

今日の社会の

から

とを課題とす

３．戦後ド

第二次世

の通貨改革を

歴史的位置を考えること，こ

年代の高度成長期に時期を限

る。

イツの経済と所得分布

界大戦後のドイツ経済につい

起点として 年代から 年

れが目的となる。本稿はそ

って，この間の経済格差の変

ては， 年から 年まで

代初めまで 年あまりにお

の第一歩であり，終戦直後

化を統計的に検証するこ

の混乱の時期， 年

よんだ高度成長期（「経済の

奇跡」），そし

の東西ドイツ

うち本稿は，

この間の所

シュテファン

それぞれの集

ている。「貧

かもこの驚く

て， 年の第一次オイ

統一がさらにこの時期のひとつの

と の時期を対象とする。

得分布の推移について，ドイ

・フラディルは，表１の数値

団に帰属する所得の所得総額中

富両極の集団を別とすれば，

べき安定性は，終戦後から

ルショック以後の低成長およ

エポックとなる）に分けて捉え

ツにおける社会的不平等に

（各世帯を所得額順に並べたう

に占める割合を示したもの）を示

大半の人々の所得分布は驚く

年代末にいたるまで持続し

び大量失業の時代（ 年

るのが通例である。この

関する代表的研究者の一人，

えでこれを均等に５分割し，

しつつ，次のように述べ

ほど変化していない。し

ているのである
）
。」

表を見れば

年までについ

たとえば経済

で，終戦直後

ディトマー

「相対的に不

ゼとまったく

， 年代の数値はそれ以前

ては確かに「驚くべき安定性

史家ヴェルナー・アーベルス

から 年代にいたる所得分

・ペッツィーナも， 年か

変であるという事実」を確認

対立する」と述べている
）
。

とやや違った分布を示して

」を看取しうる。同様の指

ハウザーは，戦後ドイツ経

布の「相対的不変性」につ

ら 年間におよぶ所得分布の

し，この事実は「『平準化し

いるように見えるが，

摘は他にもなされており，

済史の定評ある概説のなか

いて語っている
）
。あるいは

推移を総括して，同じく

た中間層社会』というテー

しかし，こ

所得分布にか

ることが以下

のような全体をおおくくりに

ぎっても，内部で進んだ大き

の検討の目的である。

した分析から得られる「相

な変化を見えにくくしかね

対的不変性」という命題は，

ない。その変化の内容を知

（ ）
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．第二次大戦前
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後における所得分布の変化

１．第二次大

戦争と敗戦後

検討からはじめ

容易でない。ひ

をあげておこう

表には，それ

戦前後の変化

の混乱は，経済格差にどのよ

よう。ただし，この時期の統

とつの手がかりとして，連

。

ぞれの所得額（年収）に属す

うな影響をもたらしただろう

計はきわめて不備であり，こ

政府統計局の月報に示された

る所得 得者の全 得者中の

か。まず，この問題の

の問いに答えることは

表２ １，２ ２
）
の数値

比率と，彼らの所得の

合計が所得総額

（ライヒスマ

は 年の

年における

相当する

中に占める所得

平等度について

者の比率は ％

中に占める比率が示してあ

ルク）から （ドイツマルク

にほぼ相当し，この額

未満層の比率は表に見

未満の層は約 ％であっ

の比率も），なお大きいとはい

以下のように論じている。す

，彼らが得る所得の比率は

る。 年６月の通貨改革後

）に変わった。購買力で見る

より下を一応低所得者と見な

るように全体の ％であり

た。したがって，これら低所

え顕著に縮小している。月報

なわち 年には，平均所得

％であった。完全な平等が実

，ドイツの通貨単位は

と， 年の

すことができる。

， 年時点でこれに

得層の比率は（所得総額

はさらに，所得分布の

を下回る額の所得 得

現されるためには，

－ ＝ ％分の

方， 年には

から ％に低下

もっとも，こ

所得が平均以上の所得 得者

，同じ数値は － ＝ ％と

していることとあわせ，所得

うしたデータではなお一般的

から平均以下の層に移される

やや低下している。平均所得

分布はやや平等になったと言

にすぎよう。ベルリンを対象

ことが必要となる。一

以下の層の比率が ％

える
）
。

とする所得分布の調査

（ ）



戦後ドイツの経済格差（山井）

がドイツ経済

れており，そ

営就業者に

年の所

研究所（

こからやや詳細なデータを得

分けて 年と 年の所得

得額は 年の物価に合わ

以下，

ることができる。表３ １，

分布（年収）を比較対照した

せてライヒスマルクに換

と略記）によって行わ

３ ２
）
は，自営業者と非自

ものである。この表で，

算してある。また純所得

（

まず非自

んど変わらず

所得で約 ％

人数に見合

得額比のい

おり，全体と

）は，税・社会保険料等

営就業者について見ると，

，全体の半分強を占める。た

から ％弱，純所得で ％弱

った方向に一定改善されたわ

ずれもややふくらんでいるが

して平準化の傾向が見て取

を総所得（ ）

未満の低所得層の比率

だし，この層による所得額

から ％弱へと上昇してい

けである。その上の

，さらに上の

れる（ を超える層につ

から差し引いた額である。

は 年と 年とでほと

の所得総額中の比率は，総

る。低所得層の得る収入が，

層では人数比・所

層では両者とも低下して

いては，課税額査定基準の変

更により厳密

る。すなわ

のに対し，

いる（累進課

非自営就業

のは後者であ

な比較は不可能である）。この点

ち， 未満層では

層は のま

税の影響を受ける純所得では，こ

者をさらに労働者と職員・官

る。あるいは，職員・官吏の

は，各所得階層ごとの１人当

年を とすると 年の総

ま，それ以上の階層では を

の傾向がさらに強まる
）
）。

吏とに分けると，平準化傾

場合，低所得層寄りの顕著

り所得額からも確認され

所得は と上昇している

やや下回る水準となって

向がとくに顕著に見られる

な比重の移動が戦後起こっ

（ ）



たことが確認さ

年時点では

％であった
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れる。すなわち労働者の場

全体の ％，この階層の

が， 年時点では，これに

学（第 巻・第３号）

合， 未満の所得階層

所得（総所得）が労働者の所

見合った 未満の層

に属する者の比率は，

得総額に占める比率は

の人数比は ％，所

得額比は ％

（人数）， ％

かなり大きい。

なぜ，このよ

まず，単純労働

国際的にその見

企業のトップ層

でともに微増している。一

（所得額）から 年の

うな変化が起こったのか。

につく低位の職員の俸給が戦

直しが進んでいた。また，ベ

が戦後排除された結果，高収

方，職員・官吏の場合，同じ

％， ％と上昇しており，

の調査は理由として以下

前，労働者の賃金に対してか

ルリンに集中していた帝国官

入を得る職員・官吏の数が減

数値は 年の ％

労働者に比して変化が

の諸点をあげている。

なり高くなっており，

僚やコンツェルン・大

少したことも，職員の

所得が全体とし

と考えられる。

分の１あまりだ

性に集中してい

職員の平均所得

しかし，平準

ように，年間総

している。また

て低所得寄りに比重を移し，

最後に，女性職員の増加が低

った女性の比率は， 年に

るため，女性職員――後に見

の低下をもたらすことになる

化傾向が明確に見られるのは

所得が を超える層

，この層の所得が所得総額中

職員内部の所得格差が平準化

所得層拡大に影響を与えた。

はほぼ５割まで上昇している

るように販売店員などが多く
）
。

，何より自営業者において

の比率は 年の ％強から

に占める比率も，総所得・純

することにつながった

年に職員全体の３

。上位の仕事はなお男

を占める――の増加は

である。表３ １が示す

年には ％に低下

所得ともに大幅な低下

を示している。

率は微増），これ

ように説明しう

まず，戦前と

年における

イツ全体の同年

下回っている。

一方， 未満の低所

ら２つの中間の層（

るだろうか。

終戦直後のベルリンを比較し

西ベルリンの総生産高は

の１人当り生産高は

これに対して戦前の 年時

得層の比率も同時に低下して

）がふくらんでいる
）
。

て最も大きな変化のひとつは

億 万 ，１人当りでは

であり，西ベルリンのそれ

点では，ベルリン（全域）の

おり（この層の所得額比

このような変化はどの

経済規模の縮小である。

であった。ド

はドイツ全体を約 ％

１人当り生産高はドイ

ツ全体のそれを

年のベルリ

が，にもかかわ

価値で換算す

万 と，

万人から 万

全体およびその

約 ％上回っていた。極端な

ン封鎖以後好転し， 年か

らずこの時点で，戦前水準へ

ると，西ベルリンの総生産高

戦前の約 ％の水準にとど

人に減少しているので，１人

諸州では，この時点ですでに

逆転現象が生じたわけである

ら 年のあいだに総生産高は

の回復はなお達成されていな

は 年の 億 万

まっている。ただしこの間，

当り生産高は 年の ％と

１人当り生産高が戦前を大き

。西ベルリンの経済は

％上昇したのである

かった。 年の貨幣

に対して 年は 億

西ベルリンの人口は

なる。一方，西ドイツ

く上回っていた
）
。戦争

と敗戦がベルリ

先に指摘した

ける就業者数の

者 万人（西ベ

者 万人，職員

ルリンの総生産

ンに与えた打撃の大きさが窺

「平準化」の理由を知るため

内訳は， 年（ベルリン全

ルリン地区ではそれぞれ 万

・官吏 万人，自営業者 万

高は 年の ％の水準に縮

い知られよう。

に，職業別に少し詳しく見て

域）が，労働者 万人，職員

人， 万人， 万人）， 年

人であった。上に見たように

小しているが，就業者総数

みよう。ベルリンにお

・官吏 万人，自営業

（西ベルリン）が，労働

， 年における西ベ

も全体で約 万人から

（ ）



万人に減少

る
）
。

就業者の所

戦後ド

しており，したがって，就業

得を見ると， 年の貨幣価

イツの経済格差（山井）

者１人当りの生産高は戦前

値で換算して，就業者１人

の ％に縮小したことにな

当りの年間総所得は 年

の

から

の

の低下は職員

してとくに自

おいて顕著で

戦争によって

から 年は と戦

へと ％水準に低下）。

から 年の へと上

・官吏（総所得では

営業者（総所得では

あった。後二者の場合，かつ

富を失ったことが大きく影響

前の約 ％に低下している（

ただし労働者に限ってみれ

昇しており（純所得では

から へ，純所得では

から へ。純所得では

ての高額所得者の大部分が

したと思われる。このよう

税等を差し引いた純所得では

ば，１人当り所得は 年

から へ），所得

から へ），そ

から へ）に

ベルリンを離れ，あるいは

な所得動向の相違の結果，

労働者，職員

て，労働者

は か

層である自

前に比して戦

が所得格差を

ことになった

かつての首

・官吏，自営業者間の所得格

と職員・官吏の格差は 年

ら へと縮小した。ま

営業者との平均所得の格差は

後税負担はいずれの職業形態

縮める方向に作用した。これ

のである
）
。

都，多様な産業の集積地であ

差が縮まることになる。す

の から 年の

た，最も収入の少ない層であ

， から へと縮

においても増しており，賃

らの変化の結果，全体とし

ったベルリンは戦争によっ

なわち，１人当り所得で見

へ，自営業者との格差

る女性労働者と最も高い

小している。加えて，戦

金・所得税の強度の累進性

て所得分布の平準化が進む

てとりわけ大きな打撃を被

っており，ま

化することに

ベルリンにつ

ない
）
。シェル

できる。

２． 世紀

た戦後，東側世界内部の「陸

は慎重でなければならないが

いてわれわれが確認した所得

スキーの「平準化」テーゼは

以来の動向と第二次大戦前後

の孤島」となったベルリン

，しかし，表２ １，２ ２

格差の平準化はドイツ全体

，このような戦後の現実を

の変化

の状況をドイツ全体に一般

のデータにふたたび戻れば，

の動向と矛盾するものでは

反映したものとみることが

第二次大戦

得分布の動き

わめて乏しい

図１，図２

の２を占めた

のである（値

前と比べて大

を契機とする所得格差の平準

のなかでどのように位置づけ

が，それでも先行研究からい

は， 世紀半ばから 年代

）およびブレーメンにおける

が小さいほど富の配分が不平等

きくはね上がっているのは元

化は，より長期的なトレン

られるだろうか。 世紀の

くつかデータを示すことが

までのプロイセン（ドイツ帝

所得分布の不平等度をパレー

であることを示す
）
）。図で，

データの取り方に変更があ

ド，つまり 世紀以来の所

所得分布に関する資料はき

できる。

国の人口および所得の約３分

トの によって示したも

年代以降の数値がそれ以

るためで，したがってそれ

以前の数値と

プロイセン

一方，ブレー

度が低下し，

不平等度が

ての不十分さ

そのままつなげて見ることは

のグラフからは，ほぼ一貫し

メンでは，農村部では不平等

両者の開きは縮まっている。

増す方向に転換している（農

がしばしば指摘され，また所

できない。

て不平等度が増していく傾

度が増しているが，全体お

また， 年代以降は，全

村部のデータはない）。パレート

得に関する原データも満足

向を見てとることができる。

よび都市部では逆に不平等

体および都市部においても

の については指標とし

すべき水準のものとは言い

（ ）
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図 プロイセンに
（パレートの
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おける所得分布 年
による不平等度）

図 ブレーメンに
（パレートの

おける所得分布 年
による不平等度）

図 ザクセンにおける所得分布 年

図 ザクセンにおける所得分布（最上位層） 年

（ ）



がたいが
）
，し

る不平等度の

年頃の変

戦後ド

かし別の研究においても，た

高まり，そしてそれが 年

化については， 世紀末以降

イツの経済格差（山井）

とえばプロイセンについて

頃を頂点として下降に転じ

における労働組合運動の急

， 世紀第 四半期におけ

ることが確認されている
）
。

速な成長，社会保障制度の

整備，弱者に

ザクセンに

が始まり，所

その結果を

が占める所

である
）
。

明確な趨勢

配慮した租税政策などをその

ついてはやや信頼性の高いデ

得分布に関する当時としては

図示したものである。図３ １

得総額中の比率を示し，図３

をグラフから読み取ること

原因としてあげうるだろう

ータが得られる。この国で

最もすぐれた資料を提供し

は，所得額によって上から下

２は，最上位 ％の層に限っ

は必ずしも容易でないが，た

）
。

は 年から所得統計調査

ている
）
。図３ １，３ ２は

へ ％ずつ分けた各階層

て同じ比率を示したもの

とえば図３ １の第３分位

の所得層が得

一次大戦期

年代以

１％）のみ所

層および中位

して低所得

％の占める所

後者は 万人

る所得額の比率は，第一次世

に低下している。これに対し

降漸減している。また，図３

得額の比率を高めていること

所得層への所得の集中が進み

層が所得分配の敗者になった

得額比率が最低位 ％のそれ

である。人数の巨大な開きを

界大戦前夜まで全体として

て最低位（第１分位）の所得

２からは，高位所得層内部

が知られる。したがって，お

，これに対して最上位の下

と見ることができる。また，

を上回っている。 年時

考えると，富の集中の度合

微増の傾向を示した後，第

層が得る所得額の比率は

で実は最上位（ ％および

おざっぱに言えば，最上

に位置する高位所得層，そ

年頃から，最上位

点で前者の人数は約 人，

がさらによく理解されよう。

しかも，物価

くのグループ

ったといわれ

以上のよう

ける所得およ

消，不変，先

し，「発展の

動向を勘案すると，最低位グ

でも所得の上昇は，生活水準

る
）
。

な，そしてドイツに限らず

び資産の分配に関する多くの

鋭化という３つの傾向いずれ

主要な方向は不平等の先鋭化

ループの平均所得は 年

の向上がほとんど感じられ

ヨーロッパ諸国の 世紀（第

研究を総括してヘルムート

についてもそれを裏づける

であった」と述べている。と

以来低下しており，他の多

ない程度のものにすぎなか

一次世界大戦前後まで）にお

・ケルブレは，不平等の解

データが存在するが，しか

りわけ大ブルジョアジー

と小ブルおよ

ワイマール

のハイパー

年の両年に

％から

後者は金融資

産保有によっ

び下層との間の所得・資産格

期およびナチ支配下の所得分

・インフレーション（ 年ま

ついて所得源泉別の所得額比

％に上昇する一方，資本財

産等の保持に由来する所得で

て生活する層は所得分布の上

差が拡大した
）
。

布についてもふれておこう

で）は所得格差縮小の方向に

率を見ると，顕著な変化とし

産が ％から ％に低下

あり，インフレがその価値

層に偏っているので，資産

。まず，第一次世界大戦後

作用した。 年と

て，賃金・俸給が全体の

していることが目をひく。

を大きく目減りさせた。資

価値の目減りは所得格差縮

小の方向に

％に上昇

層がインフレ

インフレの敗

の所得不平等

ただしその

作用する。また，年金や失業

しており，これもまた下層の

の主要な犠牲者であった，と

者であり，被雇用者が相対的

化の流れが逆転することにな

後，所得分布の動きはふたた

手当など国からの所得移転

所得上昇，つまり所得分布

いうかつての理解に反して

にその位置を向上させた。

ったのである
）
。

び反転する。図１，図２を

分も同じ時期に ％から

の平等化要因となる。中間

，むしろ所得最上層こそが

これによって， 世紀以来

再度見ると，グラフの右端

（ ）



でパレートの

の ％から

％の同じ比率

立命館経済

は急降下している。また，

年には ％に低下した後，

は 年の ％から 年の

学（第 巻・第３号）

所得上位 ％が占める所得総

年にはふたたび ％に上昇

％にやや上昇した後，

額中の比率は， 年

した。一方，所得下位

年には ％に低下して

いる
）
。もっとも

第二次世界大戦

りあえずここで

「平準化」の方

う。

これは大まかな指標にすぎず

前後の変化については，本稿

は，第二次大戦後のドイツ

向への顕著な揺り戻しを経験

．高度成長期

，かつ，戦時中についてはデ

の最後に日本との比較で再度

（西ドイツ）が， 世紀以来

したことを結論として確認し

における所得分布の推移

ータがさらに乏しい。

論じることにして，と

の不平等拡大傾向から

，先に進むことにしよ

１．職業別所

すでに指摘し

高度成長期に突

し， 年

で，西ドイツは

っただろうか。

得分布の推移 「相対的不変

たように，西ドイツの経済

入する。年平均８％におよぶ

には一時的リセッションを経

年以上にわたる成長局面に

以下では， 年から 年ま

性」テーゼの再検討

は 年の通貨改革以後，「経

成長率を記録した 年代から

験するが，オイルショックに

あった
）
。この間，経済格差に

での世帯所得に関する

済の奇跡」と呼ばれる

， 年代にはやや減速

よる 年の不況ま

はどのような変動があ

の調査報告
）
に主として

よりながら若干

表４
）
は，職業

等に５分割し，

ものである。本

たが，経済格差

帯内に複数の所

職業による分類

のデータを示しておこう。

別に世帯所得（月間純所得）の

それぞれの集団に帰属する所得の

稿のこれまでの図表データは

を考える場合，世帯所得を対

得 得者がいる場合を考えれ

である。また，「年金等受給

５分位分布（各世帯を所得額

所得総額中に占める割合を示し

，表１をのぞいてすべて個人

象とする方がより適切である

ば明らかだろう。なお，表４

者 」には，狭義の年

順に並べたうえでこれを均

たもの）の推移を示した

所得に関するものだっ

ことは，たとえば一世

の職業別とは世帯主の

金生活者だけでなく資

産収入で生活す

表の「全世帯

紹介したフラデ

ツィーナの言う

業の欄を注意深

実が浮かび上が

まず，職業ご

る者も含まれている
）
。

」欄の数値を見ると，各分位

ィルの言う所得分布の「驚く

「相対的不変性」という命題

く見ると，全体をひとくくり

ってくる。

とに，それぞれの所得分布に

の占める所得額の比率にあま

べき安定性」，あるいはアー

をここでも確認しうるように

にした場合には見えなくなっ

はかなりの違いがある。たと

り変化はなく，すでに

ベルスハウザーやペッ

みえる。ただし，各職

てしまういくつかの事

えば年金等受給者の場

合， 年時点

数値は ％弱に

％，労働者が８

ること，したが

の職業いずれに

所得額の比率が

で最上位 ％の層が所得総額

留まっている。逆に，最下層

％で，労働者と比べて年金等

って所得分布がより不平等で

おいても，上位層の占める所

上昇していることである。つ

中の ％余りを占めるのに対

％の所得額が占める比率

受給者において上位層により

あることが知られる。さらに

得額の比率がしだいに低下し

まり，上位層への所得集中が

し，労働者の場合同じ

は，年金等受給者が

多くの富が集中してい

注目されるのは，４つ

，下位ないし中位層の

緩和し，所得分布が平

（ ）



戦後ドイツの経済格差（山井）

図 世帯所得分布の不平等度（ジニ係数）

等化の傾向を

以上の２点

見られるよう

いで自営業，

ニ係数の低下

なるようにな

合，低下傾向

示しているのである。

は，図４
）
に示したジニ係数

に 年時点では，４職業の

職員，労働者の順で低くなっ

が最も顕著であり，この結果

っている。労働者の場合もジ

はあまり明確ではない（職員

（０に近いほど平等度が高い）か

うちジニ係数が最も高いの

ている。また，年金等受給

，自営業のジニ係数は

ニ係数はわずかに低下傾向

の実際の数値は， 年＝

らも知ることができる。

は年金等受給者であり，つ

者および自営業においてジ

年代半ばから職員とほぼ重

を示しているが，職員の場

， 年＝ ， 年＝

， 年

各職業の所

消えてしまう

のと考えられ

所得）を示し

年から

＝ ， 年＝ ，

得分布に一定の「平準化」傾

のはなぜだろう。一見奇妙に

る。表５ １，５ ２
）
は，職

たものである（カッコ内は，労

年までの 年間に名目で約

年＝ ）。

向が認められながら，全世

見えるこの現象は，職業間

業別の各世帯および世帯構成

働者世帯の年収を とした場合

倍（平均世帯所得）ないし

帯となるとそうした傾向が

の所得格差の拡大によるも

員１人当りの平均年収（純

の指数）。これによると，

５倍（世帯構成員１人当り）

（ ）



立命館経済学（第 巻・第３号）

図 職業別世帯数の推移

という大幅な所

目につく
）
。自営

得増のもとで，とくに自営業

業者にどのような変化があっ

世帯の所得が他との格差を明

たのだろうか。

確に広げていることが

図５
）
は，職業

して数が少なく

ている。この減

年の

造業の自営業者

が，ただし農業

＝ 万，

別世帯数の推移を示したもの

，かつ他の職業がすべて増加

少の最も大きな部分は農業か

万人から 年＝ 万，

数も， 年＝ 万，

ほど減少は急でない。一方

年＝ 万と， 年代に増加
）

である。見られるように，自

傾向を示しているのに対し，

らの退出による。農業に従事

年＝ 万と，とくに 年

年＝ 万， 年＝ 万

，第三次産業の自営業者は

した後 年代には減少しつつ

営業者の世帯は他に比

自営業世帯のみ減少し

する自営業者の数は，

代に急減している。製

と同じく減少している

年＝ 万， 年

も， 年時点で出発

点よりは高い水

ところで，自

売商，そして零

事者まで多様で

１あまりを占め

生じたものと考

準にあった。

営業者といってもその内容は

細な土地持ち農民から，中小

ある。このうち被雇用者ゼロ

ており，自営業世帯の減少は

えられる
）
。この結果，先に見

，雇用労働者が一人もいない

さらに大企業の企業家，ある

の農民および小売商・手工業

，これらを中心に低所得層が

たように自営業者の平均所得

小規模な手工業者・小

いはいわゆる自由業従

経営者が全体の３分の

退出したことによって

が他と比べてとくに大

（ ）



きく上昇する

ら全世帯とな

が，全体とし

戦後ド

ことになったのである。各職

るとそうした傾向が消えてし

てこの「平準化」を打ち消し

イツの経済格差（山井）

業の所得分布に一定の「平

まう，という「謎」は，自

た結果と考えられる。

準化」傾向が認められなが

営業者と他との格差の拡大

職業別の世

から 年ま

率はすべての

位分布やジニ

すべての図

が高まる）形

か

帯所得分布をもう少し詳しく

での推移を各職業別に示し

図で同じになるようにしてあ

係数等によるこれまでの相対

において，折れ線の山の頂点

をとっている。表５ １に示し

ら１万 へと 倍余

見てみよう。図６の１ ５

たものである
）
。縦軸（世帯数）

る。所得分布を絶対値で可

値による分析では見えてこ

（最頻値）が右に移動しなが

たように，全世帯の平均所

りに上昇しており，山の裾の

は，世帯所得分布の 年

と横軸（月間純所得）の比

視化することにより，５分

ない事実を知るためである。

ら山が崩れていく（散布度

得は 年から 年までに

広がりはそれを如実に示

している。所

所得増はまた

っとも，所得

低所得層と高

て滞留するよ

去ったとき，

図６に戻ろ

図６ １から

得分布の幅の広がりは所得の

，最頻値の右への移動のほか

の分散が高まれば，ジニ係数

所得層との絶対値での格差は

うになれば，それは深刻な問

そうした現象が問題として顕

う。折れ線の山の頂点が右に

６ ５のすべてに共通するが，

分散につながり，この結果

， 未満所得層の減

などで示される平等度が「

当然拡大する。さらに，低

題ともなりかねない。実際

在化するであろう。

移動しながら崩れていく，

とくに自営業者の場合，山

，最頻値の値は小さくなる。

少としても表れている
）
。も

安定的」であったとしても，

所得層が固定的なものとし

，高度成長下の繁栄が過ぎ

という上に指摘した動きは

の崩れの度合いが他とは異

質なほど顕著

括されるもの

自営業者と

る）の折れ線

付を受ける層

のピークが

では， 年

で，明瞭なピークが失われる

の多様性と，そして低所得層

は逆に，年金等受給者（すで

は 年にもなお尖ったピー

が多数存在するので，これは

年のそれより高い位置にあ

の年金制度改革によって年金

ほどになっている。先に述

の退出がその原因と考えら

に指摘したように，ここには資

クの形状を保持している。一

当然の結果と言える。他の

るのも制度によって規定さ

給付額が平均５割以上引き

べた「自営業者」として一

れる。

産収入で生活する者も含まれ

定幅に限定された年金給

図と異なり 年の折れ線

れたものである。西ドイツ

上げられた。また，給付額

を就業者の所

のテンポは他

得が他に比し

た，図５に示

大幅に増加し

（ 歳以上層の

の場合，単身

得変動と自動的にリンクさせ

の職業従事者とほぼ見劣りし

て相対的に低いことは，前掲

したように，年金等受給者の

ている。これは，高齢者の増

人口中の比率は， 年の

世帯の比率が他に比して圧倒

るスライド制が導入された

ないものになった
）
。もっと

の表５ １，５ ２からも見

世帯数は， 年の 万人

加という人口構成の変化に

％から 年には ％に増加し

的に高い（ 年に ％。

ため，年金受給者の所得増

も，年金等受給者世帯の所

て取れるところである。ま

から 年の 万人へと

よるところが何より大きい

た）。また，年金等受給者

自営業者は ％，職員・官吏

は ％，労

の機会がなく

つぎに，職

れにおいて

り高所得の世

帯の総数が労

働者は ％）。こうした世帯

，これも，年金等受給者世帯

員と労働者のグラフ（図６

も山のピーク（最頻値）は職員

帯のふくらみが職員の方がや

働者世帯より少ないことに

では当然ながら世帯内の他の

の所得が低位に集中する理

３，６ ４）は似た形をしてい

より労働者の方が高く，また

や大きい。職員の山のピー

よっても規定されているが（

メンバーによる追加収入

由となっている
）
。

るが， 年のいず

最頻値より右，つまりよ

クの低さはもとより職員世

図５参照），試みに，各年の

（ ）



立命館経済

図 世帯

学（第 巻・第３号）

所得の推移――全世帯

図 世帯所得の推移――自営業者

図 世帯所得の推移――職員
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戦後ド

図

イツの経済格差（山井）

世帯所得の推移――労働者

図 世帯所得の推移――年金等受給者
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職員世帯数を労

うに両者の平均

ろである。さら

立命館経済

働者世帯と同数に調整しても

所得は接近の傾向を示してい

に，賃金（労働者）ないし俸

学（第 巻・第３号）

上の傾向は確認される。ただ

る。世帯単位の数値は表５

給（職員）の推移を見ると，た

し，すでに指摘したよ

１，５ ２に示したとこ

とえば工業ならびに土

木・建築業労働

上昇し，一方，

与（月収）は

労働者の場合

とが分かる
）
。

しかし，こう

労働者，年金等

者の平均週賃金は 年の

工業ならびに土木建築業，そ

年の から 年に

年は ，職員では と

した平均値以上に顕著な違い

受給者の違いが大きかったよ

から 年は ，

して金融・保険業を含む商業

は に上昇している。

なり，労働者の方が賃金の上

が出るのは――全世帯のなか

うに――ここでもふたたび労

年には に

における職員の平均給

年を とすると，

昇がやや大きかったこ

で，自営業者，職員，

働者・職員それぞれの

内部における相

督権・裁量権を

売業の女性店員

った。一方，労

けた労働者），不

夜間・休日割り

響が縮小した
）
。

ジニ係数が最も

違である。とくに職員の場合

有する管理職的地位から，

）までがここに含まれ，下位

働者の場合，確かに熟練工

熟練工などの違いはあるもの

増し賃金が大きな意味を持っ

前出図４が示すように，自営

低い。

，その職務内容はきわめて多

ほとんど予備的訓練を要しな

の職員層の収入は労働者と変

（検定試験にパスした者など），

の，実際には出来高賃金の比

たため，教育による労働者内

業者，職員，労働者，年金等

様であり，かなりの監

い単純労働（たとえば小

わらぬ水準でしかなか

半熟練工（職業訓練を受

重が大きく，残業手当，

部の階層差の経済的影

受給者のうち労働者の

労働者と職員

質に関わってこ

この両者につい

２．職員と労

職員

職員と労働者

との関係は，労働者階級の形

れまでとりわけ厚い研究史が

て検討を加えることにする。

働者 戦後における「平準化

の間に身分的とも言うべき隔

成・解体，そしてドイツにお

積み重ねられてきた問題であ

」

たりが存在したことは， 世

ける職員層の歴史的特

る。以下，節を変えて

紀以降におけるドイツ

社会の重要な特

の統計，そして

現れ，大きな意

労働者（出来高

吏

休暇や企業独自

対象とする

質のひとつである。「労働世

日常生活の多くの面で，ドイ

味をもった
）
。」ドイツの工場

，時間，日，週賃金）とが明確

」と呼ばれた――は一般に

の保険等における特権など，

年の年金保険法の制定以来，

界，政治的言語，社会的法，

ツでは，労働者と職員の差が

では，「俸給」（ほとんどの場

に区別され，職員―― 世紀

，労働者より高い賃金と短い

経営内で別格の処遇を得てい

労働者と職員の区別が法的に

労働組合の構造，国家

西欧・北米より明確に

合月給）取得者と「賃」

初めまでしばしば「民

労働時間，雇用の安定，

た。また，職員のみを

も保障された。職員は

独自の労働組合

を同時にメンバ

雇用者

の間に位置する

後，とくに

まず，賃金・

を結成し――上の年金保険法

ーとする労組は長らく存在

」ではなく独自の職業

「中間層」の一員と自らを位

年代以降意味を失っていく。

俸給の動きを見ると，終戦直

はその圧力をうけて制定され

しなかった。意識の上でもほ

身分，資本家ないし企業トッ

置づけていた
）
。ただし，こう

後に実施された賃上げ凍結は

た――，労働者・職員

とんどの職員層は，「被

プ層と賃労働者大衆と

した差異は第二次大戦

，職員の場合基本的に

（ ）



年初めま

すでにナチ

き継いだ。

戦後ド

で続いたのに対し，労働者に

支配下の 年以来ドイツで

すなわち，連合国管理理事会

イツの経済格差（山井）

対しては早期に緩和された

は賃金統制が実施されてお

（ ）は 年 月

）
。少し詳しく見ておこう。

り，占領軍当局はこれを引

日の指令により，賃金・

俸給を同令発

を要すること

凍結のみ指示

物での賃金支

な物資不足の

によって労働

不足する一方

布時点の水準に維持すること

とした（ただし，ソ連占領地区

された）。しかし現実には，処

給，虚偽の労働契約が横行し

もとで，そもそも金があった

適格年齢の男性が大きく減少

，完全には使い物にならない

を命じ，賃上げがなされる

では事後の賃上げに関する規定

罰規定の存在にもかかわらず

た。賃金は生活の最低限を

としても食料をはじめ物資

したこともあり，重労働に

虚弱な労働者が労働市場に
）

場合には当局の特別の許可

は盛り込まれず，厳格な賃金

指令破りの賃上げや，現

まかなうにも足りず，深刻

が手に入らなかった。戦争

耐える健康な男性労働者が

あふれていた。このなかで，

労働意欲の低

年９月に前

は一定の賃上

され，他の鉱

る賃上げは労

ことになる
）
。

ドイツ連

示し， 年

下，労働忌避がかつて例を見

年の指令を補足修正し，「問題

げを許可することとした。こ

業，建築業，繊維工業などい

働者に集中して行われ，これ

共和国（西ドイツ）が成立し

代前半には職員労組から「精

ないほどに広がる。事態を

産業 」と

れにもとづいてまず炭鉱業

くつもの業種がこれに続い

が，労働者と職員の所得の

た 年以後も労働者の賃金

神労働の過小評価」に対す

改善するため当局は，

認められた業種において

で最高 ％の賃上げが実施

た。ただし，この措置によ

接近を促す作用をおよぼす

は相対的に高い上昇率を

る抗議の声があがった。し

かし 年代半

ていく。むし

格差が広がり

賃金と接近し

職員層内部

ドイツ政府に

見ておこう。

ば以降，好景気の下で被雇用

ろこの時期以降，全体として

，トップ層の俸給が明確に上

ていった
）
。

の所得格差は，すでに指摘し

よる 年の俸給・賃金調査

調査は抽出調査で，調査対象

者の収入全般が大きく上昇

の所得水準向上という状況

昇する一方，下位および中

た職員という存在の多様性

によって，戦後の出発点に

となった職員の数は男性

すると，そうした声も消え

のなかで職員層内部の所得

位の職員の俸給は労働者の

を反映するものである。西

おける職員層の内部構成を

万 人，女性は 万

人，合計約

て女性の比

％余り）。

（ ）と

親方はわずか

業種別で

％，小売業

万人で職員全体の ％弱（

率が高いのが職員の特徴のひ

業務内容を見ると，男性では

して働いていた。一方，女性

でしかない（とくに親方は例

は，商業ならびに金融・保険

が ％）と半数近くを占め，加

男性 ％，女性 ％）を把握

とつであり，調査対象中 ％

３分の２が販売職であり，

の場合は，販売職が ％と大

外的
）
）。

業に従事する者が ％（うち

工製造業の ％（うち最も多

している。労働者と比べ

が女性である（労働者では

％が技術職， ％が親方

半を占め，技術職および

卸売業および輸出入取引業が

数を占める化学工業，繊維工

業がそれぞれ

気機械器具工

険業に従事す

業が ％を

ラー」の区

のと言える
）
。

％， ％），鉄および金属製

業がそれぞれ ％， ％）がこれ

る者の比率がさらに ％に高

占めていた。小売業で働く膨

別ではくくりえない「職員

造・加工業の ％（うち最も

に次ぐ。女性に限ってみる

まり，うち小売業が ％，

大な女性店員の存在は，「ホワ

」というカテゴリー

多数を占める機械製造業，電

と，商業ならびに金融・保

卸売りならびに輸出入取引

イトカラー」・「ブルーカ

の多様性を端的に示すも

（ ）



立命館経済学（第 巻・第３号）

こうした多様

６ ３
）
は，

レベルは が最

性は，業務レベル別の分類

年の上記俸給・賃金調査と

高で，監督権・裁量権を有す

（ ）からも知る

年の同調査の結果をまと

る管理職的地位にある職員を

ことができる。表６ １

めたものである。業務

指す。その上で，一定

の収入（ 年

ある。ただし

識・能力のレベ

要しない機械的

表からはまず

ても，男性の場

し，女性の場合

は月収 ， 年は

は，所得額が不明なため以

ルに応じてランクづけがな

作業に従事する「不熟練職員

，男女間の熟練度分布の相違

合，相対的に上位の から

は逆に，熟練度の低い と

）を上回る者が ，それ

下の検討から除外してある。

され，最も低位の業務レベル

」を指す。

が目をひく。すなわち，

のカテゴリーに属する者

が過半を占めている。ま

におよばない者が で

以下，権限と専門的知

は，職業教育を一切

年のいずれにおい

が過半を占めるのに対

た， 年からの変化

を見ると，販売

と の比率が

が低下する代わ

内容の高度化を

いてより顕著で

男女では年齢

歳未満層が占め

職，技術職のいずれにおいて

上昇している（販売職では

りに が上昇している。よ

反映するものと考えられる。

あり，男女間の格差をさらに

構成にも大きな違いがある。

る比率は女性 ％に対して男

も男女とも および の比

も。ただし，女性技術職の は

り高い業務レベルへのこのよ

ただし，男女を比較するとこ

広げる結果となっている。

年時点で，男女職員それ

性は ％であった。これとは

率が低下する一方，

低下）。親方の場合も

うな重点移動は，業務

の重点移動は男性にお

ぞれの全体のなかで

逆に， 歳以上層の占

める比率は男性

ているのである

職員のうち 歳

が ％， が

する者が５割前

年齢層で最も多

％に対して女性は６％にと

。この年齢と性別を業務レベ

未満層の比率はそれぞれ

％である。また，すべて

後を占めているのに対し，女

い（ 歳未満層では ％強，

どまっている。女性の方が明

ルとクロスして見ると，

％， ％。一方，同じ年

の年齢層の男性職員におい

性の場合は，業務レベル

歳／ 歳／ 歳以上で

確に若年層寄りに偏っ

および に属する女性

齢層の男性の場合は

て，業務レベル に属

に属する者がすべての

は ％程度）。要する

（ ）



に女性の場合

の場合，学

（職員）とし

戦後ド

は，比較的若く熟練度の低い

校教育を受ける期間が一般に

て働き出すことが多かった。

イツの経済格差（山井）

業務につく職員の多いこと

男性より短く，早い時期から

また，結婚あるいは第１子の

が顕著な特徴である。女性

徒弟ないし不熟練労働者

誕生とともに仕事を辞め

ることがしば

とどまる），多

点における勤

以上に加え

では，労働者

となった

％）である。

しばで（ 年調査では，男性

くの女性は後にふたたび仕

務先企業での勤続期間３年未満の

て，パートタイムで働く職員

・職員の双方についてパート

の業種におけるパートタイム

フルタイムの女性職員の数

の ％が既婚者であるのに対し

事に戻るとしても，全体とし

者の比率は男性が ％，女性は

の存在も忘れるべきでない

タイム労働の立ち入った調

職員の数は約 万 人，う

は約 万人なので，女性職

，女性職員の既婚率は ％に

て勤続期間が短く（調査時

％），従って給与も低い
）
。

。 年の俸給・賃金調査

査が初めて行われた。対象

ち女性が 万 人（

員の７人に１人がパート

タイムとい

万人中の

ム労働者の数

曹関係など一

そこで女性

いている（フ

どすべてが販

ルタイム職

うことになる。一方，男性の

％を占めるに過ぎない。

はその前後より少なかったと

部の例外を除き，好不況にか

に限って見ると，女性パー

ルタイム女性職員の場合は ％

売職の職員である。業務レベ

員より大きく， ， に属す

パートタイム職員は約１万

年 月という調査時点は不況

考えられるが，男性のパー

かわらずほとんど無視して

トタイム職員の半数余り（

）。業務内容を見ても，フルタ

ル別では，予想されるとお

る者の比率は ％， ％であ

人で，男性職員総数

期にあたり，パートタイ

トタイム職員は，医療や法

よい水準でしかない。

％）が小売り・卸売業で働

イムの場合と同様ほとん

り低熟練レベルの比率がフ

った（フルタイム職員に関

する表６各表

歳未満

未満であった

に偏っており

パートタイム

姿である。

以上のよう

の数値を参照）。年齢を見ると

が ％でこれに次ぐ。フル

。したがって，パートタイム

，多くが既婚者と考えられる

で店員を務める，というのが

に，「職員」と呼ばれる者の

歳未満が ％で最多で

タイム職員の場合は，上に

職員の年齢構成はフルタイ
）
。要するに，今日わが国で

典型的姿と見てよい。これ

内容はきわめて多様である。

あり， 歳未満が ％，

指摘したように ％が 歳

ム職員と比べて明らかに上

も見られるように，主婦が

もまた「職員」のひとつの

この多様性自体は――多

様性の程度が

様性を覆い隠

れ去る。これ

すなわち，

年の傷病

的な特権的地

合に組織され

さらに高まった点を別にすれ

すようにして職員層の一種身

が，戦後をそれ以前と区別す

労働者と区別される職員の地

保険法改訂を皮切りに，

位を実質的になくす方向で改

る，というドイツ労働組合運

ば―― 世紀以来のものと

分的な一体性を担保してき

る新たな事態である。

位を法的に保障してきた職

年代，そしてとくに 年

められていった。また，職

動の特質は，すでにナチ支

言えるが，しかし，その多

た制度的枠組みが，戦後崩

員独自の社会保険制度は，

代以降，職員層の物的・法

員が労働者と別個の労働組

配下で崩れはじめていた。

すなわち，左

れ，労働者

終戦２年後

年に成立し

れを図り，

て は労

右ならびに自由主義という政

の労組とともにナチの労働者

の 年に職員層は統一労組

た「ドイツ労働組合連合」（

を大きく上回る数の職員

働者との「平準化」に反対す

治方向ごとに存在した３つ

組織である「ドイツ労働戦線

「ドイツ職員組合」（ ）を

）も――ワイマール期と異

を傘下の労組に組織すること

る路線を強め， 年代半

の職員労組は解体・統合さ

」（ ）に吸収された。

結成するが，一方，

なり――職員層の引き入

に成功した。これに対し

ばまで両組織の対立が先鋭

（ ）



化するが，その

の相違は薄れて

労働および生

立命館経済

後，成員数の伸び悩みとと

いった
）
。

活の実態を見ても，事務作業

学（第 巻・第３号）

もに は社会民主党に接

と工場での労働の違いがしだ

近し， との政策上

いに不鮮明になり，労

働者も賃金を振

休暇，企業年金

働者のみならず

所得水準の向上

働者の消費行動

違いがまったく

バリアも長く残

込みで，かつ月ごとに（月単

，報奨金，労働時間，解約告

職員もしばしば「君僕で呼び

とともに，電気製品や自家用

はめだって接近していく。読

消えたわけではないし，教育

るが，全体として労働者・職

位の計算ではないとしても）受

知期間などにおける労働者と

合う 」ようになった。

車，住宅設備，休暇旅行，映

書，観劇，有価証券の形での

水準の差，そして労働者から

員間の「平準化」傾向は顕著

け取るようになった。

職員の差は縮まり，労

とくに 年代半ば以降，

画鑑賞など，職員・労

貯蓄など，消費行動の

職員への上昇に対する

であり，むしろ両者間

の差以上に職員

づけた「中間層

労働者

戦後ドイツの

が緩慢であり，

員を世帯主とす

び悩んでいる状

層内部の多様化が大きく進ん

」・「職業身分」としての職員

労働者の動向を職員と比較し

かつ 年代から減少に転じ

る世帯が戦後一貫して増加し

況を知ることができる。世帯

だ。こうしたプロセスの結果

の存在は，基本的に意味を失

たとき，特徴的な相違のひと

ていることである。前掲の図

ているのに対し，労働者世帯

主以外を含む数値で見ると，

，ドイツ近代史を特徴

うのである
）
。

つは，労働者数の増加

５からわれわれは，職

は 年代半ばから伸

職員・官吏の数が

年の 万人か

ったのに対し，

万人， 年＝

減じると，ドイ

いる
）
。

こうした動向

の減少。表７
）
に

ら 年＝ 万人， 年＝

労働者数は 年の 万人

万人と減少している。さ

ツ人労働者の数は 年＝

は，戦後ドイツの産業構造の

示したように，第一次産業の

万人， 年＝ 万人

から 年＝ 万人に増加

らに， 年代に入って急増

万人から 年＝ 万人

変化を直接反映するものであ

就業者数は 年の 万人

と一貫して増加してい

した後， 年＝

した外国人労働者分を

へと ％近く減少して

る。まず，農業労働者

から 年の 万人へ

と４割弱にまで

全体の縮小を上

の農業労働者数

増加しているが

業が 年の

雇用者について

伸びがはるかに

減じ，就業人口中に占める比

回るテンポで農業労働者数が

は 年のそれの ％）。一方，

，ただし，後者の伸びがやや

％から 年の ％へ，

見れば，第二次・第三次産業

大きい。また，別の資料から

率も ％から ％に低下し

急減していることは表の示

第二次産業および第三次産業

大きい。この結果，就業人口

第三次産業は ％から

のいずれにおいても労働者に

職員と官吏それぞれの人数を

ている。農業就業人口

すとおりである（ 年

の就業人口はいずれも

中の比率は，第二次産

％に上昇している。被

比して職員・官吏数の

見ると， 年に職員

が約 万人，

とくに職員数の

大，そして，第

大。こうした二

らず絶対数でも

労働者数の減

官吏が 万人であったのが，

伸びの著しいことが分かる
）
。

三次産業のみならず第二次産

重の意味での経済の「サービ

減少することになるのである

少は，第二次産業内部の主導

年には職員 万人，官吏

農業の後退と，それに代わる

業においても被雇用者内部に

ス化」のもとで労働者は，被

。

産業の交代にも起因する。か

万人となっており，

第三次産業の比重の増

おける職員の比重の増

雇用者中の比率のみな

つて主軸産業のひとつ

（ ）



戦後ドイツの経済格差（山井）

であった鉱業

の 万人余

は，石炭から石油へのエネル

りから 年には 万人まで

ギー源の代替とともに衰退

増加した後， 年には 万

し，被雇用者数は， 年

人に減少する（うち炭鉱業

は 年の

は 万 人

械製造，自動

工業労働者

で働いていた

者の割合が他

年には

万人から 年の 万人に減

に減少した。これに対して最

車，電気機械器具という「経

（鉱業，手工業，建築業，エネル

（ 年にはそれぞれ ％，

に比して低く，たとえば化学

人，電気機械器具工業では

少
）
）。このうち労働者は，

も多くの労働者を擁するよ

済の奇跡」の中核となった

ギーおよび水供給産業は除く）の

％）。ところで，これら成長産

工業では，職員１人当りの

年に３人， 年には

年の 万人から 年に

うになったのは，化学，機

産業であり， 年には全

％，職員の ％がここ

業では職員に対する労働

労働者数は 年に 人，

人であった。一方，衰退

する産業，た

人，

部で職員の比

一因となった

さて，労

最大の変化の

とえば繊維工業では同じ数値

年に 人であった。相対的

重が高まる），労働者の割合の

のである
）
。

働者（そして職員を含む被雇用者

ひとつは賃金の大幅な上昇で

は 年に 人， 年に

に労働者の比率の高い産業が

低い産業が成長する，といっ

全般）にとって，戦後におけ

ある。 年からの数年間

人，鉱業では 年に

衰退し（しかも，そこでも内

た変化が，労働者数減の

る経済発展のもたらした

，労働者の賃金が占領軍当

（ ）



局によって規制

年にはすで

目で 倍，実

立命館経済

されていたことはすでに述べ

に戦前の水準を回復する。以

質でほぼ３倍に上昇した。ま

学（第 巻・第３号）

た。その後， 年から実質

後， 年から 年の間に，

た， 年に ％だった失

賃金の上昇が始まり，

工業労働者の賃金は名

業率は 年には ％，

年には ％

失業者のうち２

低下する
）
。

「絶対額でも

イツ国民の中心

成す現象」であ

の ％から

， 年には ％に低下し，

年以上失業が続く長期失業

相対的にも歴史に比を見ない

的経験」であり，「労働者の

る
）
。労働者世帯の消費支出の

年には ％， 年に

年頃から事実上の完全雇用

者の割合も， 年の ％

急速な豊かさの発展は，

歴史上，最も明確かつ最も影

うち食費および嗜好品が占

は ％まで低下した
）
。支出の

状態が実現されていた。

から 年には ％に

年代以後における西ド

響の大きい非連続性を

める割合は， 年

うちとくに増加が著し

いのは交通費で

年の５％か

上昇した。また

年＝ ％，

住宅事情の改

の ％におよん

４％にまで縮小

世帯の比率は

，その大きな原因は自家用車

ら 年には ％， 年に

，テレビの保有率は 年＝

年＝ ％， 年＝ ％と，

善も著しい。敗戦後の危機的

だ転借人（ 他人の

した
）
。一方，同じ期間に，借

％から ％に上昇している。

の保有である。自家用車をも

は ％とほぼ５割に達し，さ

％， 年＝ ％， 年

いずれも急速に伸びている
）
。

な住宅不足のなかで広まり，

借りている住居の一部を又借り

家・間借人世帯の比率は ％

労働者に限ってみると，

つ労働者世帯の比率は

らに 年には ％に

＝ ％，冷蔵庫は

年時点でなお全体

する）世帯は 年には

から ％に，住居所有

年における住居所有世

帯の比率は ％

る。西ドイツ全

年に労働者

％に低下し，

した。また，

居で暮らしてい

ている
）
。

，借家・間借人世帯は ％，

体で，１人当りの居住面積は

世帯の ％は１ないし２室の

一方，４室以上の住居に住む

年には，専門技能工世帯の

たのに対し，ほぼ 年後の

転借人世帯は５％であった
）
。

年の から 年

住居に住んでいたが，７年後

労働者世帯の比率は同じ期間

％，それ以外の労働者世帯

年には両者あわせて ％が

住居の大きさも改善す

には に拡大した。

の 年にその比率は

に ％から ％に上昇

の ％が浴室のない住

浴室をもつようになっ

労働時間の短

めまで，労働者

時間労働が実現

間と定められ，

時間制の実現に

であったわけで

りの実際の年間

縮による「余暇」の獲得も労

の１週間当りの労働時間は

され，第二次大戦後は，まず

年代初めには多くの部門

際して，週５日制が導入され

はなく，好景気は残業の伸び

労働時間は 年の 時間

働者の生活を変えた重要な要

時間であった。しかし，

年の賃金協定によって１

で 時間にまで短縮された。

た。もっとも，実際の労働時

につながった。ただしそれで

から 年には 時間に減

素である。 世紀の初

第一次世界大戦後に８

週間の労働時間が 時

また， 年の週

間が協定に定める通り

も，工業労働者１人当

少している。労働時間

の減少は，有給

日から 年に

ないが（少なく

外は２割弱から

なり，また，外

「金持ち」の特

休暇の拡大によってももたら

は 日に増えた。休暇旅行は

とも年１回旅行をした者の割合は

３割余りの間を変動している），

国に旅行する者の比率も

権だった休暇旅行がしだいに

された。労働者の年次休暇取

労働者の場合， 年代にはな

，専門技能工の場合 年代に２

ただし，旅行する者の旅行期

年代末には国内旅行とほぼ同

庶民のものとなっていったの

得権は 年の平均

お一般的とまではいえ

割台後半から４割，それ以

間はこの間着実に長く

じにまで伸びている。

である
）
。

（ ）



年代以来

だし，労働者

まず，賃

戦後ド

の高度成長を経てドイツは

の生活水準向上を確認するの

金の上昇をはじめ上にあげた

イツの経済格差（山井）

「豊かな社会」となり，労働

みでは，現実の重要な側面

諸指標のほぼすべてについて

者もその恩恵に浴した。た

を見逃すことになる。

，職員と労働者の格差は

――すでに指

存在してい

３および６

職員・官吏が

者 ％，官吏

差は残って

のいずれにお

摘し，かつまたすぐ後で確認

た。労働者および職員の世帯

４を見れば明らかである。自

％に対して，すでに見たよ

％，職員 ％，労働者 ％

いる
）
。住居についても同様で

いても，労働者世帯の部屋数

するように縮小傾向を示し

所得の差は，前出の表５ １お

家用車の保有率は， 年の

うに労働者は ％であった

であり，労働者の追い上げ

，持ち家（集合住宅および一戸

は，職員のそれに接近しつ

たとはいえ――なお明確に

よび５ ２，そして図６

時点で自営業者が ％，

。 年時点では，自営業

が著しいとはいえ，なお格

建て），借家・間借，転借

つもなお及ばない
）
。年次休

暇取得権は，

同じ年，官吏

％にとどまっ

者が 年代に

住居につい

化

をあげれば

「別荘地

年時点で労働者が平均

の ％，職員の ％が年

ている。最後に，少なくとも

２割から３割強だったのに対

てはさらに，居住区域の差が

」のなかで，階層ごとに

，戦前のダルムシュタットで

」と呼ばれる郊外

日であるのに対し，職員は

日を越える休暇をとって

年１回旅行をする者の比率

し，職員・官吏の場合は５

明確に残っていた。第二帝

分離した居住区域が都市内に

は，上層はおおむね市の東部

のエバーシュタットに住み，

日，官吏は 日であった。

いるが，労働者の場合

は，専門技能工以外の労働

割から７割に達している
）
。

政期に大きく進んだ「都市

形成されていった
）
。一例

および東南部，あるいは

５から ほどの立派な部

屋をもつ住宅

建ての連棟

住むことが多

どが４階建て

が建っていた

家族ないし２

姿を変えるほ

を有していた。中層家庭の居

式テラスハウス（ ）

かった。最後に下層の住民は

のアパートが道路をはさん

。下層住民はまた市の西部お

家族用の質素な家が並んでい

どの破壊をしばしばもたらし

住地はそれほどまとまって

や市の南部および周辺地区の

，とくに市の北部に集中し

で並び，さらにその奥に隠れ

よび西南部にひろがる住宅

た
）
。ダルムシュタットを含

たが，しかし，階層ごとの

はおらず，市中心部の３階

よく整備された住宅地に

ていた。そこでは，ほとん

て薄暗い後屋（ ）

団地にも住み，そこには１

め，第二次大戦は，都市の

居住地の分離は維持され，

あるいは再現

いう傾向は戦

員や官吏が集

上の調査報

労働者の生活

働者内部の―

職員につ
）

された。工場や駅のそばに労

後も続いた。連 議会による

まり住む地区では十分なイン

告で，下層職員が労働者と一

水準の向上という全般的動向

―そして職員内部の――分化

いて行ったのと同様に，業務

働者が住み，より豊かな人

年の調査報告は，労働

フラが整備されていない，

括して論じられていること

について留保すべき第２の

の問題である。

レベル別の工業労働者（建築

々は閑静な地区を選ぶ，と

者や年金生活者，下層の職

と指摘している
）
。

に注意しよう。この点が，

点に関わる。すなわち，労

業を含む）の比率を示せば

表８のとおり

工（

ったく必要

），単

最低３ヶ月

（

である。業務レベルは１から

），特殊技能工（

としない補助作業に携わる

純労働者（ ）

の職業訓練を通じて技能を

），半熟練労働者（

３の順に低くなり，１は，

）などと呼ばれる熟練

労働者で，賃金協定では

などと呼ばれる。２は両者の

修得する労働者であり，賃

）などと呼ばれる
）
。

賃金協定において専門技能

工，３は，専門教育をま

不熟練労働者（

中間で，ほとんどの場合

金協定では専門労働者

（ ）
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表からまず確

ル１が

ベル２と合わせ

合，業務レベル

認されるのは，職員の場合と

年のいずれにおいても６割弱

れば９割前後が相対的に熟練

１の高熟練層の比重はほとん

同様顕著な男女の差である。

を占めたのに対し，女性はレ

度の低い労働者であった。経

ど変わらず，不熟練層がやや

男性の場合，業務レベ

ベル３が４割以上，レ

年変化では，男性の場

縮小して上位の層に移

っている。一方

技術発展に伴

の中でも現実の

で全労働者の５％

統的作業形態は

準化，細分化，

代わりに心的負

プの高熟練労働

，女性の場合は，高熟練層の

う「熟練の解体

ものとはならなかった（ある

に過ぎなかった）。単純な肉体

戦後も広く維持された。もっ

他律化，作業リズムの加速が

担が増した。また，技術発展

者を生み出す一方で，自動機

縮小が特徴的である。

」という 世紀以来の予

調査によれば，ベルトコンベア

労働から作業機を用いた熟練

とも，技術発展と合理化の進

進み，全体としてみれば，肉

は，高度な機械機器の維持管

械の操作・監視など，特別の

測は，戦後の経済発展

労働者の比率は 年時点

労働まで，製造業の伝

展にともなう作業の標

体的負担が一定減じる

理に携わる新たなタイ

能力を要しない新たな

不熟練工をも生

きな部分を女性

実際，不熟練

ける女性労働者

向にあるとはい

務レベル１では

３では ％と

み出した。こうして，労働者

および外国人労働者が形成す

工に偏った構成を反映して女

の１週当りの平均収入は，

え，なお明確に格差が存在し

，女性労働者の１週当り平均

なっている（ 年時点
）
）。

内部の「分極化」が強まる。

ることになるのである
）
。

性労働者の賃金は男性に比べ

年時点で男性の ％，

た。同一の業務レベル内で比

収入は男性の ％，レベル

そして，不熟練工の大

て低く，工業部門にお

年には ％と，縮小傾

較しても，たとえば業

２では ％，レベル

女性労働者に

人から 年に

うち被雇用者は

昇している。た

年＝ 万

数全体の減少と

年時点では

ついて，もう少しみておこ

は 万人に増え（ただし就業

同じ期間に 万人から 万

だし，被雇用者のうち労働

人， 年＝ 万人， 年

歩調をあわせて減少する。女

，全女性就業者のうち職員・
）

う。まず，女性の就業者数は

率は ％の間で推移し，あ

人へと増加し，就業者中の比

者に限ると，女性労働者の

＝ 万人と変化しており，

性就業者の増加は職員に集中

官吏が ％，労働者が

全体で， 年の 万

まり大きな変化はない
）
），

率も ％から ％に上

数は 年＝ 万人，

年代に入り，労働者

して進んだのであり，

％と，前者が後者を大

きく上回ってい

つぎに，女性

よれば，古くか

業部門における

で女性が占める

維工業はすでに

る。

労働者の雇用には，職員同様

ら女性労働者の集中する伝統

女性労働者のそれぞれ ％，

比率も，それぞれ８割強，５

年代半ば，衣料品製造業は

業種による偏りがある。

的な「女性産業」である衣料

％を占めており，また，両

割強と，他産業に比して圧倒

年代半ばから被雇用者数が

年の俸給・賃金調査に

品製造，繊維工業が工

産業の労働者全体の中

的に高い。ただし，繊

減少に転じる「衰退産

（ ）



業」である。

業部門におけ

と高い。他に

戦後ド

「成長産業」のなかでは電気

る女性労働者の ％がここで

多くの女性労働者を擁する産

イツの経済格差（山井）

機械器具工業に多数の女性労

働いていた。労働者中の女

業としては金属，化学，機

働者が集中しており，工

性の比率も，ここでは ％

械工業があげられるが，職

員と比べて特

先に見た業

は業務レベル

は業務レベル

た。これに対

レベル３（

の女性労働

定産業への偏りは小さい
）
。

務レベルごとの分布について

の高い女性労働者が相対的に

１が ％，レベル２が ％，

して電気機械器具工業では

％）が圧倒的多数を占めてい

者がそれぞれ ％， ％，

も業種による差が大きい。

多かった。上の 年調査

繊維工業ではレベル１が８

，業務レベル１は２％にとど

る。金属，化学，機械工業で

％と過半を占めた。「成長産業
）

衣料品製造業，繊維工業で

によれば，衣料品製造業で

％，レベル２が ％であっ

まり，レベル２（ ％）と

も同様で，業務レベル３

」で働く女性労働者は，

より低い熟練

以上に加え

おこう。

性だった（職

の６人に１

電気機械器具

全体の ％

％がパ

レベルに偏っているわけであ

て，職員の場合と同様，パー

年の俸給・賃金調査によれば

員では先述の通り，約 万

人がパートタイマーである（

，金属，化学，機械という６

がここに集中している（常勤

ートタイマーであった。年齢

る。

トタイム労働者の大半が女

，約 万 人のパートタ

人のパートタイマーのうち ％が

職員では７人に１人）。常勤労働

業種で最も多くのパートタ

労働者の場合は６割）。これらの

を見ると，男性の場合，パ

性であったことも指摘して

イム労働者のうち ％が女

女性）。また，女性労働者

者同様，衣料品，繊維，

イム労働者が働いており，

業種では，女性労働者の

ートタイム労働者の半数余

りが 歳以

者の多くが

％弱），

容易に想像さ

すなわち男性

トタイムは

トタイム労働

上（常勤の場合は ％弱）， 歳

定年後の年金受給者だったと

歳以上が ％弱を占めており

れるとおり，常勤労働者と比

の場合，業務レベル３に属す

％，女性の場合，同じ比率

者の賃金は常勤より低いレベ

以上に限っても ％弱を占め

考えられる。女性では

，職員同様圧倒的多数が主婦

べてパートタイム労働者で

る労働者の比率は，常勤労

はそれぞれ ％， ％

ルに偏り，また，労働時間

，男性パートタイム労働

歳層が ％弱（常勤の場合

だったと思われる。また，

は低熟練層の比率が高い。

働者が ％に対してパー

であった。当然ながらパー

の短さからしてすでにパー

トタイム労働

労働者内部

つもの要因が

２点について

まず，賃金

によっていず

における単純

者の収入は少なくなる
）
。

の賃金格差には，さらに賃金

影響を与えている。以下では

検討を加えておこう
）
。

形態について。労働者の賃

れかの形で支払う）という３つ

な反復作業に向いており，こ

形態の相違，年齢差，企業

，ドイツの労働者の特質を

金形態には，時間賃金，出来

のタイプがある。出来高賃金

みいった熟練を要する作業

規模，勤続年数など，いく

よく示すと思われる最初の

高賃金，両者の併用（時期

は，機械化が進んだ分野

には適用が難しい。 年

の俸給・賃金

金，併用は８

は男性が ％

する一方，他

働者の１週当

による賃金収

調査によれば，工業における

％，女性はそれぞれ ％，

， ％， ％，女性は ％，

の２形態はやや減少している

りの収入は，時間賃金の労

入は，男性の場合出来高賃金より

労働者のうち男性の ％が

％，９％であった。 年

％， ％であり，男女い

ことが分かる。 年調査

働者より男性の場合５％，女

やや高く，女性の場合やや低い

時間賃金， ％が出来高賃

時点では，それぞれの数値

ずれとも出来高賃金が増加

では，出来高賃金による労

性の場合 ％高い（併用

）。業種によっては，出来

（ ）



高賃金で働く業

ることもあった

つぎに，年齢

立命館経済

務レベル３の労働者が，時間
）
。

による賃金格差。上記の

学（第 巻・第３号）

賃金で働く業務レベル１の労

年調査によって年齢による

働者より高い収入を得

賃金収入（月収）の差を

見ると，男性の

， 歳以上

合は， 歳未満

幾分緩やかだが

おいて年齢の上

下するという上

ひとつの理由

場合，全体の平均を とし

＝ となり， 歳が最

＝ ， 歳＝ ，

，男性と同じ分布を示してい

昇を理由とする賃金の変更を

に見た現象には何らかの説明

は，年齢が上になるほど熟練

て， 歳未満＝ ，

高で，その前後で収入は低く

歳＝ ， 歳以上＝

る
）
。ところで，ドイツの賃金

認めていない
）
。したがって，

が必要である。

度の低い業務につく労働者が

歳＝ ， 歳＝

なっている。女性の場

で，格差の程度は

協定制度は，私企業に

歳以上層で収入が低

多いことにある。たと

えば上記調査に

ル３では同じ比

るのは 歳未満

（ 歳以上では

労働者の場合，

年の国勢調

（それぞれ ％

もうひとつ，

おいて，業務レベル１の男性

率は ％におよんでいる。逆

の若い層であり（ ％余り）

％強）。女性についても同様で

年齢が上がるにつれて上位の

査によれば，専門技能工の半

， ％）が就労の出発点と同

年齢の高い層の賃金収入が低

労働者のうち 歳以上が ％

に，業務レベル１に属する労

，以後，年齢が高まるにつれ

ある
）
。職員と異なり労働者，

業務ランクに上昇する，とい

数余り（ ％），半熟練・不

じ位置のままの仕事について

いという現象は，先に見た賃

であるのに対し，レベ

働者で最も多くを占め

てその比率は低下する

とくに半熟練・不熟練

うことがあまりない。

熟練労働者の４分の３

いた
）
。

金形態の問題に関連し

ている。上の

層が ％であ

より大きく，同

者が減り，時間

反復作業に携わ

く，このため年

以上，職員同

年調査によれば，男性労働

るのに対し， 歳以上層では

じ数値は ％， ％であ

賃金で働く者が増えているの

る労働者に適用されたが，た

齢の高い層の収入が相対的に

様，労働者もその内部の分化

者全体のうち時間賃金で働く

％と高くなっている。女

る。つまり，年齢が上になる

である。前述のとおり出来高

だし収入は時間賃金より出来

低くなるのである
）
。

が著しい。しかし，両者の賃

者の比率は， 歳

性労働者の場合，差は

ほど出来高賃金で働く

賃金は，とくに単純な

高賃金の方が一般に高

金収入をあらためて比

較すると，職員

ば，男性労働者

体の ％），そ

員（男性）の場

その前後で労働

な幅の所得帯を

得帯は男性より下

より労働者の方が所得のバラ

の場合，最も多くの労働者が

の前後， の間

合は，最も多くの職員が集中

者と同じ計７割程度の職員が

あわせねばならない（女性の

に位置している
）
）。

つきの程度が低い。 年の

集中する所得帯（月収）は

に全体の７割（ ％）が集

する所得帯は

分布するのは

場合も同様の傾向が見られるが

俸給・賃金調査によれ

であり（全

中している。一方，職

であり（全体の ％），

の間と，はるかに大き

，ただし，最頻値を示す所

また，上の数

ということがで

３，６ ４に関

れば，建築業を

％だったが

である
）
。世帯所

値に見られるように，全体と

きるが，しかし，両者の差は

わる記述のなかで，われわれ

含む工業における男性労働

， 年には ％に上昇し

得となると接近の度合いがよ

してみれば職員の賃金収入は

戦後，やや縮小する傾向を示

はこの点を確認した（注 の

者の月収（総所得）は，

ている。女性の場合は，

り大きくなることは，表５

労働者より上位にある

している。すでに図６

本文）。別の指標をあげ

年時点で職員（男性）の

％から ％への接近

１，５ ２から窺える。

（ ）



戦後ドイツの経済格差（山井）

たとえば表５ １で 年における職員世帯と労働者世帯の年収比を見ると， ，つまり

労働者の年

含む数値であ

というこの

考えられる。

％，

年＝ ％，

もっとも，

収は職員の ％ほどになって

る）。世帯所得における職員・

点については，「共 ぎ」の比

すなわち，妻が就労する世帯

年＝ ％に上昇している。

年＝ ％であり，労働

労働者と職員の所得の接近と

いる（ただしこれは，商業や農

労働者間の差が賃金収入の差

率が労働者世帯で相対的に多

の比率は，労働者の場合

一方，職員の場合，同じ比

者より明確に低い
）
。

いうのは，多様な労働者・

業などで働く職員・労働者を

よりさらに小さくなる，

いことが影響していると

年の ％から 年＝

率は 年＝ ％，

職員をすべて一括した場合

の話である。

入が職員のそ

および労働者

ように，たと

り高い賃金収

から（熟練労

序列は表に見

双方の多様性に踏み込んだと

れを上回っている，という

（アラビア数字）の業務レベ

えば男性の場合，業務レベル

入を得ている。実際には，そ

働者でも月収 に届かな

るよりさらに複雑な構造をも

き見えてくるのは，労働者

ことである。表９
）
は， 年

ル別の月収（総所得）を比較し

１のみでなく２の労働者も

れぞれの業務レベル内部で

い者がかなりいた），したがって

っていた
）
。職員と労働者を

の少なからぬ部分の賃金収

における職員（ローマ数字）

たものである。見られる

業務レベル ・ の職員よ

賃金格差が少なからずある

，職員と労働者との賃金

隔てる境は，こうした点で

も揺らいでい

もっとも，

の労働者は相

（平均世帯所得

たがって，労

ず，これまで

る。

労働者の場合，職工長や親方

対的に低位の所得層に集中し

の ％未満）に位置する層は

働者の富裕化を過度に強調す

さまざまに確認したように，

のような一部の「労働者エ

ており， 年時点で「や

労働者全体の ％を数えた

ることには慎重でなければ

労働者の所得ならびに生活

リート」を別として，大半

や貧困」というランクの下

（全人口中では ％
）
）。し

ならないが，にもかかわら

水準の向上は紛れもない事

（ ）



実である。

レタリア性」（

去のものとなっ

立命館経済

年代に労働者は歴史に類を見

貧困と生活の不安定）は少なく

たのである。

学（第 巻・第３号）

ない生活状態の改善を経験し

とも労働者全体の運命として

， 世紀以来の「プロ

は，ここではじめて過

最後に，日本

戦前・戦後の

にまとめている

．結語

との比較の作業を絡めつつ，

日本における所得分布の長期

。すなわち， 世紀末から

――日本との比較

本稿の主要な結論を確認して

的推移を分析した南亮進は，

年代末まで，所得分布は不

おこう。

検討結果をつぎのよう

平等化傾向を示した。

終戦直後，不平

多少の変動はあ

世紀末（あ

ただしドイツの

じている。日本

らに，敗戦と革

に一定の平等化

がより大きかっ

等度は劇的に低下するが，そ

るものの傾向としては一定，

るいは半ば）以降の不平等化

場合，第一次大戦後のハイパ

も同じ時期にインフレを経験

命，そしてワイマール共和国

傾向が現れたといわれるが
）
。

たように思われる。

の後 年代にはわずかに上

ないし緩やかな低下傾向を示

傾向は，本稿で見たようにド

ー・インフレーションのもと

するが，ドイツの異常事態と

の成立という激動が加わる。

社会変動の大きさを考えると

昇し， 年代には，

した
）
。

イツでも確認しうる。

で所得格差は縮小に転

は比べようもない
）
。さ

日本でも第一次大戦後

，ドイツの場合の変化

南によれば，

工業化に伴う都

配率が低下して

ばドイツでは，

労働組合運動が

労奉仕法

日本における 世紀末以来の

市・農村間の所得格差の拡大

おり，これも不平等化の一因

世紀末から 年代にいた

年代以降大きく発展し，

」の設置以後，労組の

所得分布不平等化の基本的原

である。また， 世紀初頭か

となったと言われる
）
。クズネ

るまで労働分配率が上昇を続

とくに第一次大戦中の 年

」および 年の労使間「中

発言権が強化された。戦前，

因と考えられるのは，

ら非農業部門の労働分

ッツの推計にしたがえ

けている
）
。ドイツでは，

に発せられた「祖国勤

央労働共同体

一地域を超える賃金協

定の締結に抵抗

年代末から

入して調停を行

て労働分配率は

平等化に寄与し

日本の場合も

施されたが，そ

していた経営者団体は労組

飛躍的に増加した。 年代

い，労働者側に有利な賃金協

上昇し，一般に低所得層であ

たと考えられる。

， 年の関東大震災を契機

の効果をあまり大きく評価す

の要求に屈し，賃金協定の対

に入ってからは，労使間の協

定の成立を助けるようになる

る被雇用者の所得が高まるこ

として都市低所得層向けの各

ることはできない。日中戦争

象となる被雇用者数が

議に国家がしばしば介
）
。こうしたことを通じ

とによって所得分布の

種施策があいついで実

の時期には 年の国

家総動員法を嚆

代半ば以降終戦

しナチ支配下で

員と労働者の所

によって給与の

後の景気回復と

矢とする一連の所得統制政策

まで緩やかな減少に転じた可

所得分布は再度不平等化の方

得格差を見ると，まず世界恐

変動が比較的小さかった職員

ともに，労働市場の改善によ

がとられ，この結果，所得分

能性がある
）
。一方ドイツでは

向に転じたと思われる。本稿

慌の時期，失業が相対的に少

の所得と，労働者のそれとの

って労働者の所得が再度上昇

布の不平等度が 年

，ワイマール末期ない

でとくに多く論じた職

なく，俸給という形態

格差が広がった。恐慌

するが，しかし，すで

（ ）



に指摘した

年に最高

回ることは

戦後ド

ように 年以降，ナチ支配

水準に達し，その後わずかに

なかった。職員の収入もこの

イツの経済格差（山井）

下で賃金統制が敷かれた。そ

下落するが， 年３月時

間，賃金と一致した動きを示

の下で，労働者の賃金は

点まで， 年の水準を下

しており，両者の所得が

「平準化」し

民所得全体の

不備であり，

さて， 世

の方向への大

る高額所得者

よる地主・小

た形跡はない
）
。もとより以上

分布について論じることはで

現時点ではおおまかな印象を

紀以来の不平等化傾向は，第

きな揺り戻しを経験する。日

の資産破壊，インフレによる

作制度の解体ならびに財閥解

は被雇用者のみに関する情報

きない。戦時下を中心にこ

伝えうるにすぎない。

二次世界大戦の終戦直後，

本の場合，その理由として

高額所得者の財産所得の目

体という戦後改革などであ

であり，これをもって国

の時期のデータはきわめて

ドイツでも日本でも平等化

あげられるのは，戦災によ

減り，そして，農地改革に

る。また， 年度から

年度まで実

高税率は ％

た
）
。「今日の

分布が，先進

に生じたので

本稿で見た

ったとはいえ

東側のソ連占

施された財産税（個人資産税）

におよぶという高率の課税で

発展途上国と比較しても不平

国中でも相対的に不平等度が

ある。

ように，ドイツもまた終戦直

，少なくとも西側については

領地区では，「ユンカーの土

は，全世帯の１割にあたる高

あり，高額所得者の所得低

等度の高い部類に入る
）
」と見

低いといわれる社会へと転

後に同様の変化を経験した

日本ほどドラスティックで

地を農民の手に」のスローガ

額所得者を対象とし，最

下に大きな影響をおよぼし

なしうる戦前日本の所得

換する劇的な変化が終戦後

。しかし，大きな変化であ

はなかったように思われる。

ンの下， を超える

すべての土地

土地を持たな

て行われた。

はならなかっ

テル化は実現

によって最

は，翌年およ

が無償で没収された。没収面

い農業労働者，難民，中小農

これに対して西側では，土地

た。カルテルの解体は進めら

しなかった
）
。日本の財産税に

高税率 ％の所得税が実施さ

び翌々年の法令によって緩和

積はソ連占領地区全体の

などがその利益を受けた。

改革も大企業の資産没収も

れたが，所有関係に手はつ

相当するものとして，ドイ

れたが，しかし，この「絞殺

された
）
。

％，農用地の ％におよび，

大企業の資産没収も徹底し

占領軍当局の中心的課題と

けられず，効果的な非カル

ツでは， 年２月の法令

税 」

南の推計に

南の推計は

ついて，戦前

数は をや

低かったとす

終戦直後に日

ただしそ

よれば， 年時点での日

であるから，この間に大

のジニ係数をわれわれは有し

や下回る水準で推移していた

ると，戦後はそれが逆転して

本が経験した変化がいかに巨

の後，すでに述べたように

本のジニ係数は であった

幅な不平等度の低下があった

ていないが，戦後について

ことが知られる。戦前のドイ

いるのである。さらに厳密

大であったかが窺われよう

年代に入って日本の不平等

。 年時点についての

ことが分かる
）
。ドイツに

は前掲の図４から，ジニ係

ツの不平等度が日本より

な検討を行う必要はあるが，

。

度（ジニ係数）は幾分上昇

し，その後，

換をもたらし

一般に，大量

平等化をもた

労働分配率が

所得格差の縮

年代に入ってから安定な

た決定的要因は，安価な労働

の過剰労働力が存在するなか

らす。日本の場合， 年頃

上昇に転じた。労働力不足は

小をもたらす。また，地方か

いし緩やかな平等化が進む

力として都市に流出する農

での工業化は労働分配率の

を境として労働市場の基調

，低賃金労働者の賃金引上

らの労働力確保が困難にな

。南によればこのような転

村過剰労働力の消滅である。

低下を通じて所得分布の不

は過剰から不足に転換し，

げを通じて被雇用者内部の

るにつれて地方都市への企

（ ）
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図 日独の労
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働分配率（ 年）

業の進出が始ま

ドイツの場合

先に言及した。

年は ％，

降の数値をやや

り，大都市と中・小都市との

，すでに 世紀末から労働分

彼があげているのは国民所得

そして 年代後半には ％

詳しく見ると， 年＝

所得格差も縮まった
）
。

配率が上昇している，という

中の被雇用者報酬の比率であ

に上昇している
）
。別の統計資

％， 年＝ ％，

クズネッツの推計には

り， 年の ％から

料によって 年代以

年＝ ％， 年＝

％， 年

う先に見た事実

思われる。その

準に回復してい

ドイツと日本

が日本を大きく

から強力な労働

＝ ％であった。ワイマー

は， 年から 年にかけて

後，ナチ支配下で労働分配率

る
）
。以後の状況を 年以降

を比べると，まず目につくの

上回っていることである（戦

組合運動をもち，また，すぐ

ル初期のインフレ期に所得分

の労働分配率の上昇によって

は幾分低下するが， 年に

の日本の動向とあわせて示せ

は，戦前・戦後を通じてドイ

前については上にあげた数値を

後に見るように，日本よりか

布が平等化した，とい

も裏づけられるように

は戦前をやや上回る水

ば図７
）
のようである。

ツにおける労働分配率

参照）。すでに 世紀末

なり早く「工業国」へ

の転換を進めて

前後における日

労働分配率は終

ばまで急上昇を

をここに見るこ

のこれまでの検

一方， 年

いたドイツの状況がここに反

本の労働分配率の激しい動き

戦とともに急落するが，しか

続けている。戦後経済の急速

とができるだろう。ドイツの

討から，日本ほどの激変はな

代半ば以降の日独の動きは，

映されている。図から看取さ

である。すなわち，戦争末期

し，その後２ ３年で戦前水

な復興，そして経済民主化と

場合，対応する時期のデータ

かったと想像される。

高さの違いを別とすればきわ

れる第二の点は，終戦

における急上昇の後，

準を回復し， 年代半

激しい労働争議の影響

が欠けているが，本稿

めてよく似ている。す

なわち労働分配

は，非一次産業

年頃にかけて

「逆転」として

働市場の「過剰

の就業者比率を

率は， 年代後半の定常状

にしぼって日本の労働分配率

労働分配率はやや低下傾向

表れる
）
。すでに紹介したとお

」から「不足」への転換によ

見ると，日本の場合， 年

態から 年代に入って上昇

を計算しており，それによる

にあり， 年頃の転換が上

り南はこの変化を，農村過剰

って説明している。ひとつの

の ％から 年＝ ％

局面に転じている。南

と， 年代半ばから

の図よりさらに明確に

労働力の消滅による労

指標として第一次産業

， 年＝ ％へと

（ ）



急落している

に達してい

年代半ば

戦後ド
）
。一方ドイツでは，すでに

る。以後， 年＝ ％，

の日本と対応している
）
，

イツの経済格差（山井）

年に同じ数値は ％で

年＝ ％と逓減し，第

年時点でなお第一次産業が

，終戦直後の日本と同水準

二次大戦開始時の数値が

就業人口のほぼ半数を占め

ていた日本

終わっていた

もっとも，

ており，ドイ

本稿のこれ

という事実を

に入って被雇

に対し，ドイツでは，「農業国

と言ってよい。

すでに指摘したとおり，

ツでも， 年代はじめに上

までの検討のなかで関連する

あげることができるだろう。

用者のうち労働者の数が減少
）

」から「工業国」への転換は

年代半ば以降の労働分配率

昇への転換を見ることがで

データを探れば，戦後ドイ

図５および表７に示したよ

している。ひとつには，戦

基本的にはすでに戦前に

の動きは日独でほぼ共通し

きる。これはなぜだろうか。

ツにおける労働者数の減少

うにドイツでは， 年代

後も続いた農業人口の減少

（ 年＝ ％

村は，とくに

万人以上の強

多くの人口を

ら 年のあ

こうした特殊

重要な要因で

長，労働時間

， 年＝ ％， 年＝ ％）

低熟練労働力の供給源となってい

制移住者が東西両ドイツに流

抱えて戦後が始まったことに

いだに 万人が東ドイツから

事情が， 年頃にいたるま

あったと思われる。そして，

の短縮，戦時中に産まれた相

が労働者数減の一因となった

た
）
）。ただしドイツの場合は

入し，戦時下の多数の死者

留意する必要がある。西ド

移動してきた（西から東への

で労働分配率がほぼ定常状

この人口流入が途絶えたこ

対的に数の少ない世代が就

と思われる（ドイツでも農

戦後，東欧・南欧から

にもかかわらず，戦前より

イツでは加えて， 年か

流出は 万人
）
）。西ドイツの

態にあったことを説明する

と，さらに，教育期間の延

労の時期を迎えたこと，ま

た，西ドイツ

こと，などが

る労働分配率

本格化するの

減少はとどま

労働者数の

増加を続け

連 軍が 年に発足し，徴

，持続する経済成長とあいま

の上昇につながったと考えら

も 年代のことであるが

らなかった。

減少については，ただし，被

ている，という事実に留意す

兵等によって多数の若者が

って 年代以降，労働市

れる
）
。労働力不足を補うた

（本稿注 を参照），しかし，こ

雇用者のうち職員の数は

る必要がある（図５および表７

労働市場から切り離された

場の逼迫とそれを基礎とす

めに外国人労働者の導入が

れによっても労働者数の

年代に入っても直線的な

参照）。第三次産業の成長

および他産業

述べたように

職員の比重の

最後に，戦

布は「相対的

いが，ただし

年金等受給者

を含む職員の比重の高まりと

職員の収入は労働者に比して

高まりも労働分配率上昇の一

後ドイツの経済格差という

に不変」だった，というのが

「全体としてみれば」という

というそれぞれのグループご

いう経済の「サービス化」

――差が縮まりつつあると

因と見ることができよう。

本稿の主題に戻れば，

通説である。本稿の検討も

留保つきでのことである。

とに見ると，所得分布のあ

がその背景にある。本稿で

はいえ――相対的に高く，

年代にいたるまで所得分

それを否定するものではな

自営業者，職員，労働者，

りようもその変化もそれぞ

れが独自な

年代における

においても

一見奇妙な現

る自営業者と

くりにした

特徴を示していることが分か

ジニ係数の動きを見ると，全

やや下落，つまり不平等度が

象は，とくに自営業者内部で

他の諸グループとの格差が広

「相対的不変性」テーゼは，以

る（図６ ２ ６ ５）。不平等

世帯ではほぼ一定であるが

幾分低下する，という現象が

低所得層が退出し，結果と

まったことによるものと考

上のような変化を覆い隠し

度に直接関連して

，上の４グループのいずれ

看取される（図４）。この

して，相対的に高所得を得

えられる。全世帯をひとく

かねない。

（ ）



そうした変化

帝政期以来一貫

を詳しく跡づけ

立命館経済

のひとつとして本稿では，職

してなされてきたこともドイ

た。両者の経済状態は，格差

学（第 巻・第３号）

員および労働者――両者の区

ツの特質のひとつである――

の完全な消滅にはいたらぬま

分が政府統計において

の内部分化のプロセス

でも顕著に接近し，よ

り正確に言えば

職員の入れ子状

存在は基本的に

リア性」からの

もっとも，す

であったとして

の絶対値での差

，職員より高い収入を得る労

態がいよいよ顕在化した。結

意味を失う。また労働者にと

脱却を可能にした。

べてがそうであったわけでは

も，全体としての所得増のも

は当然ながら大きくなる。そ

働者，あるいは労働者より低

果として，帝政期以来の「身

っては，戦後の高度成長が歴

ない。ジニ係数などで示され

とで所得の分散が高まれば，

して，低所得層が固定的なも

い収入しか得られない

分」としての職員層の

史上初めて「プロレタ

る平等度が「安定的」

低所得層と高所得層と

のとして滞留するよう

になれば，それ

代に急増した外

家らの盛大な歓

しかしその５年

イツ人のごく一

をかけ，ドイツ

やつらの頭には

長は遠い過去と

は深刻な問題となるだろう。

国人労働者であった。百万

迎を受け，花束とモペット

後，後の『最底辺』の著者ギ

般的な通念をつぎのように

人の人妻をつけねらう。やつ

女と酒とスパゲティしかない

なり，ドイツが大量失業に苦

こうした滞留する低所得層を

人目の外国人労働者（ポルト

（モーターバイク）を贈られたの

ュンター・ヴァルラフは，外

描いている。「やつらは金髪の

らと喧嘩すれば，胸にナイフ

のさ
）
。」『最底辺』が出版され

しむ苦難の時代である
）
。

代表する存在が 年

ガル人）がケルンで企業

は 年のことである。

国人労働者に対するド

娘とみれば野卑な言葉

を食らうことになる。

るのは 年，高度成

）

リヒテン

対象に実

（ ）

の学力テストは

シュタイン，ラトビア，ロシアを

施された。 ちなみに

注

（以下，

年初夏に，日本を含む 加

加えた カ国の 歳児，合計約

日本の成績は，読解力８位，数

と略記）

盟 カ国およびブラジル，

万人（各国約 人）を

学１位，科学２位だったが，

年に

学力低下

紙夕刊を

改善し，

そ

）

った 歳

た（本人

大量殺人

実施された第２回の では読

の証左としてマスコミでも大きく

参照）。一方，ドイツの成績は，

国内の反応は前回よりはるかに落

こでは，塾と学校が補い合う日本

の青年が母校で銃を乱射し，同校

は自殺）。この惨劇が，「教育のカ

のあとでほとんどすべての［各州

解力 位，数学６位に低落し

とりあげられたことは記憶に新

読解力は 位と変わらず，数学

ち着いている。

の教育が学ぶべき一例としてあ

年４月にエアフルトで

の教師・生徒ら 人が死亡する

タストロフ」をめぐる議論にさ

……引用者］文部大臣が，自由

（科学は前回と同じ２位），

しい（ 年 月７日の各

位，科学 位とわずかに

（ ）

げられている！

，ギムナジウムを退学にな

という痛ましい事件があっ

らに拍車をかけた。「この

主義的な自由放任か，それ

とも成果

明した。」

）

）

スウェー

を求める過度の圧力か，そのいず

比較の対象にあ

デン，フィンランドである。

れが狂った行為を促したのかに

（ ）

（以下，

げられている国は，スイス，イギ

ついてそれぞれの考えを表

―

と略記）

リス，合州国，フランス，

（ ）



）

い国の

会がド

戦後ド

年の第２回

一つ」であること，また，「外国

イツより劣悪なのはハンガリー

イツの経済格差（山井）

においてもドイツは，「学力上位

人の子どもおよび社会的に劣位

，ベルギーおよびポルトガルのみ

層と下位層の格差が最も大き

にある家庭の子どもの教育機

」であることが確認された。

）

ュアル

） 苅谷

）

済格差

総合政

――格

）

（ ）

ドイツの教

・システムを考える――」『専修

剛彦『階層化日本と教育危機』

年代後半からつぎつぎ現れた日

』岩波新書， 年 佐藤俊樹

策研究所編著『日本の所得格差

差社会の幻想と未来――』日本

育制度について，八林秀一「職

大学社会科学研究所月報』

有信堂， 年， さらに，

本の経済格差をめぐる主要な業績

『不平等社会日本』中公新書，

と社会階層』日本評論社，

経済新聞社， 年。

さら

業教育と資格――ドイツのデ

（ ） の図１を参照。

同， 以下を参照。

として，橘木俊詔『日本の経

年 樋口美雄・財務省財務

年 大竹文雄『日本の不平等

に， （

）

）

）

（

）

に掲載された２つの論説（

）を参照。

（

） 引用箇所は

（ ）

）

）

）

） ただ

論にお

間層社

うに見

協調を

（引用

（引用箇所

し，後のハバーマス（「公共性の

いてはほとんど顧みられず，ま

会」が，より楽観的（「一億総中

える。 年代における経済

望む声（階級闘争的対立の忌避

箇所），

）

構造転換」）を想起させる社会分

た，本来その不安定性が強調され

流」的）イメージをもって捉え

発展のなかで「平準化」テーゼ

）に合致するものとして受けと

析は，このテーゼをめぐる議

ていたはずの「平準化した中

られるようになっていったよ

は，当時広まっていた社会的

められたのである。

関わっ

来社，

）「虚

労働者

おいて

）

て， クレスマン『戦後ドイツ

年， を参照。

偽の中間層」とは，具体的には売

と変わりないにもかかわらず，

）労働者と区別される階層であ

ダーレンドルフが描く

》

（ ）

史 ――二重の建国』

り子やウェイター，車掌や郵便

「中間層」であるという「誤った

る。

ドイツ社会の階層構成は，おお

《

シェルスキーの家族論に

（石田勇治・木戸衛一訳）未

配達人などであり，実際には

」自覚において（それのみに

ざっぱに言えば，頂点を成す

エリー

下に労

の

）

）

「まっ

トの下にホワイトカラーと中間

働者と「虚偽の中間層」が並列

図を参照。

ダーレンドルフ『産業社会におけ

年の論文でシェルスキーは，「支

たく正当である」と認め，「平準

層，および労働者中のエリート

し，一番下に下層民が位置する，

る階級と階級社会』（富永健一訳

配」の問題が抜け落ちていると

化した中間層社会」というテーゼ

（５％）が並列し，さらにその

というものである。

）ダイヤモンド社， 年，

いうダーレンドルフの批判を

についても，階級論に対する

（ ）



とりあえ

あまりに

立命館経済

ずのアンチテーゼであり，階層

大雑把にすぎる，と述べている。

（

学（第 巻・第３号）

それ自体の解体（ ）

）

という現実を捉えるには

） ダーレ

も

） ベッ

）

） ア

井昌美訳

）

ンドルフ， 引用（

参照。

ク『危険社会――新しい近代へ

（引用箇所），

（

表１の出所は

ーベルスハウザー『現代ドイツ経

）朝日出版社， 年，

）は，シュンペーターの用

の道――』（東廉・伊藤美登里訳

なお訳文には，他の訳書も含め

）

済論―― 年代にいたる経

いた比喩である。同，

）法政大学出版局， 年，

て適宜手を加えてある。

済史的構造分析――』（酒

）

帝国全域

）

）

）

（以下，

に関するデータであるのに対し，

） より

（ ）

と略記）， より作

年の数値は西ドイツに限っ

作成。

成。 年の数値はドイツ

ている。

（

）

）

）

）

）

） 東エル

が必要だ

）

ベ地域の切り離しが戦前と比べて

ろう。

戦後西ドイツの所得分布にどう影響したかは，さらに検討

数値のう

とおそら

）

）

転換点が

によるも

ち 年分が異様に高くなってい

く誤りと思われ，図ではカットし

同様の

年ほど遅れて現れるが，これは

のと考えられる。

より作成。資料では

るが（ ），同年の都市・農

てある。

傾向はザクセン，ヘッセンでも

，農業中心の産業構造を他より

，ブレーメンの「全体」の

村の数値と照らし合わせる

確認される。バーデンでは

長く残したバーデンの特性

）

）

） 図は，

）

）

に手を加えたケルブ

ただし「下層」内部を

レの表から作成した。

より細かく見れば，熟練労働者と不熟練労働者，職員と労

（ ）



働者，

）

戦後ド

上級官吏と下級官吏の間の所得

さらに，

』（柴田英樹訳）学文社，

イツの経済格差（山井）

・資産格差は縮小傾向を示してい

ヘニング『現代ドイツ社会

年， 斉藤晢・八林秀

る。

経済史――工業化後のドイツ

一・鎗田英三編『 世紀ドイ

ツの光

）

） 戦後

イツ経

過程―

稲田大

研究と

葉大学

）

と影』芦書房， 年，

西ドイツ経済の 語による概説

済史』東洋経済新報社， 年

―』有 閣， 年，第１章

学出版部， 年，第２章 ヘ

して，古内博行「 年不況

） （ ）。

を参照。

として，アーベルスハウザーの前

戸原四郎・加藤栄一編『現代の

大西健夫編『ドイツの経済――社

ニング，第３章，などを参照。

の一考察――戦後ドイツ経済の

掲書の他，出水宏一『戦後ド

ドイツ経済――統一への経済

会的市場経済の構造――』早

年不況に関する最近の

転換点――」『経済研究』（千

） 出所

）

ルラン

）

）

） 最頻

）

なお，以下の図表を

トおよび西ベルリンを除いたも

より作成。

より作成。

値（モード）および中央値（メ

より作成。

（

含め， の同調査において，

のである。

ディアン）によっても同様の傾向

）

年より以前の数値はザー

が確認される。

）

者は，

年

加傾向

者数の

業の

産業全

年＝ 万， 年＝ 万

＝ 万， 年＝ 万，

にあるのは最後のサービス業の

減少は 年代にも続き， 年

年の自営業者数は 万人で

体では 年＝ 万人で微増

第三次産業のう

， 年＝ 万，その他の第

年＝ 万である。したがって

みということになる。なお，農業

にそれぞれ 万人， 万人と

やや減少，サービス業は 万人へ

）。

ち商業および運輸業の自営業

三次産業（サービス業）は，

，自営業者のうち一貫して増

および製造業における自営業

なっている。商業および運輸

と増加を続けている（第三次

）

）

置が示

が

り，ま

いるの

の該当諸表

す数値は， の所

刻みであるのに対して，

刻みとなっている。ただし，

た， 未満の所得につい

刻みに平均した数値を表示し

は， 未満の所得範囲に

（ ）

より作成。図で， 軸のたとえ

得範囲に属する人数である。図

までは 単

年のみは ま

ては一括して合算した人数が示

てある。たとえば，各図 年の

属する人数を５で割った数値を示

ば に対応する折れ線の位

の元データは， まで

位，さらに からは

でが 刻みとなってお

されている。これらをすべて

折れ線の左端が水平になって

したためである。実際には，

折れ線

では，

がある

） 最低

）

けるデ

康雄・

はそのまま急落し， 未

年および 年については

が，これは図には表示していな

位層の減少については前注を参

リッター『社会国家』（木谷勤

モクラシーの再建――戦前・戦

高橋進編『戦後デモクラシーの

満の一定額以下ではほとんど０に

以上， 年については

い。

照。

他訳）晃洋書房， 年，

後の連続・非連続問題を中心に―

成立』岩波書店， 年，

近づくはずである。また原表

以上を合算した数値

山口定「西ドイツにお

―」犬童一男・山口定・馬場

年の年金制度の成立

（ ）



過程につ

『福祉国家

ドイツに

立命館経済

いて詳しくは，戸原四郎「西ド

２――福祉国家の展開 』東京

おける社会保険改革と社会民主党

学（第 巻・第３号）

イツにおける社会保障の展開」東

大学出版会， 年所収，第２

の社会政策論（上）（中）（下）

京大学社会科学研究所編

・３節 塩澤直樹「戦後西

」『経済科学』（名古屋大学

経済学研

）

）

）

の

）

）

大学出版

） ナチ支

究科） （ ） （ ）

労働者および

注 を参照。

さらに，雨宮昭彦『帝

会， 年，序章・第１章を参照

配下の賃金政策について，

（ ）。

職員の業務区分について，

政期ドイツの新中間層――資本

。

主義と階層形成――』東京

》 《

と

）

（

）

職員集団

っている

）

くに 年の賃金令について，

）

を参照。

規定

の俸給も引き上げるかについて，

。

終戦直後の物資不

では，労働者の賃金のみを引き

労働組合と雇用主団体が当局の

足について，クレスマン，

上げるか，それとも若干の

監督下で決定することとな

）

） 数値は

給・賃金

％を大き

％）と大

った。し

ずかであ

の より計算

」に焦点を当てている

調査でも基本的に変わっていない

く上回っている。また，販売職の

半を占めるのに対し，男性の販売

たがって男女とも技術職・親方の

る。

。雨宮，前掲書は，この女性

。なお，上記の諸点は， 年後

。たとえば，女性職員の比率は

職員は，女性の場合全体の

職職員は ％で，技術職，親方

比率がやや上昇しているが，た

店員を含む「商業補助者

に実施された 年の俸

％で，労働者の場合の

％（技術職 ％，親方

がそれぞれ ％， ％であ

だし女性の場合，変化はわ

）

）

育機関に

父親に持

について

そして女

的には市

らわれて

ルフは問

年の著書でダーレ

通う比率が他の階層に比べて明確

つが，大学等高等教育機関で学ぶ

，その主たる原因は，そうした学

子を子にもつ親の考え方にある，

民に同一の諸権利を認めつつ，し

これらの権利を行使しえないよう

題にした。

より作成。

ンドルフは，労働者・農民の子

に低い（全児童の３分の２が農

者のうちこの層に属するのは

校への進学を不要ないし有害と

と述べている（「女の子は中等

かし実際にはその市民が，生ま

な社会。こうしたドイツ社会の

ども，そして女子が高等教

業従事者あるいは労働者を

％に満たない）という状況

さえ見なす労働者・農民，

教育でたくさん！」）。形式

れながらの社会的地位にと

「非近代性」をダーレンド

）

たパート

）

いて）な

）

）

タイマーの比率は， 年には

お， 年に は， 傘

なお， 年に被

％に上昇している。

（労働者に対する

下の４単組と合同のうえ に

雇用者全体の ％であっ

病気休業補償金の改善につ

加わる。

（ ）



が弱ま

して東

戦後ド

なお，西ドイツの就

る。 年代，とくに 年代半ば

ドイツからの移住者などが大量

イツの経済格差（山井）

業人口は 年代に大幅に増加

までの時期には，戦争の結果とし

に西ドイツに流入し，女性の就労

した後， 年代にはその伸び

ての引揚者・強制移住民，そ

率上昇と合わせて就業人口の

増加を

間が長

導入に

年

）

）

）

はこれ

）

もたらした。その後，東ドイツ

くなる，などの影響を受けてド

よってそれが補われることにな

＝ ％， 年＝ ％，

年，

らを含んだものである。

からの移住が途絶え，年齢構成が

イツ人の就業者数は 年代に入

る。被雇用者中の外国人労働者の

年＝ ％に上昇している。

より作成。

年はザールラントおよび西ベル

上方に変化し，また，教育期

って停滞し，外国人労働者の

割合は， 年の ％から，

リンを含まず， 年の数値

）

）

）

年

の数値

）

） ダル

が

的であ

年までの数値は

の数値は平均的労働者世帯の月

と直接比較することはできない

ムシュタットに関するある調査

年時点で全体の半数強におよん

った。職業別では，労働者世帯

平均以下の収入をもつ労働者の年

収を基準としており，したがって

。

では，転借人と同居するか，ある

でいた。戦前は，複数世帯の同居

の ％，職員世帯の ％，官吏世

収を基準としているのに対し，

， 年についてはそれ以前

いは自身が転借人である世帯

はダルムシュタットでは例外

帯の ％が転借人だった。こ

うした

いる。

） 借家

ほぼ倍

）

）

世帯では同じ部屋（とくに台所

（

戦後の住宅事

・間借人の増加は単身世帯の増

増し，全世帯中の比率は同じ期

）を共同利用することも多く，居

）

情についてさらに，クレスマン

加によるところが大きい。 年

間に ％から ％に上昇し

間を共用する例も報告されて

，

から 年のあいだにその数は

ている。

）

）

り労働

の少な

労働者

たよう

は通常

対的に

見受け

年時

者の方が高いという一見奇妙な

い自治体に集中していたことに

世帯の ％が人口２万人未満の

に，農業就業人口は戦後大幅に

すでに家持ち，あるいは家を建

安価であり，終業後や週末，休

られた。たとえそれが，ときに

点の調査結果。ただし，持ち家比

現象が存在する。この点について

留意すべきである。すなわち，

自治体に居住していた（職員・官

減少したが，農業から離れた者の

てる土地を持っていた。また，そ

暇中に自身で家を建てることも，

バラック的水準を超えなかったと

率については，職員・官吏よ

は，労働者の住宅所有が人口

年時点で，住宅を所有する

吏では ％）。すでに指摘し

多くは労働者となった。彼ら

もそも農村地帯では土地は相

とくに労働者のあいだで多く

しても。

）

） 帝政

人口

年

の比率

労働者

（

期に大きく進んだ農村から大都

万を超える大都市に住む労働者

から 年の間は ％の水準

は 年の ％から 年に

の比率が高まった。こうしたこ

）の数が大幅に増す。とりわ

市への労働者の大量移動は，

の比率は 年の ％から

であった。一方，人口２万人未満

は ％にやや低下し，その分，両

とも一因となって，居住地とは

け労働者において，こうした遠

年代以降テンポを落とした。

年には ％に上昇するが，

の農村・小都市に住む労働者

者の中間にある中都市に住む

別の自治体で働く遠隔通勤者

隔通勤者の比率が高かった

（ ）



（ 年に

れていな

「都市化か

立命館経済

％。職員では ％。ただし

い）。

ら都市社会化へ――ドイツにお

学（第 巻・第３号）

，統計上は居住自治体の相違の

ドイツの「都市化

ける近代『社会都市』の成立と

みで，距離の問題は考慮さ

」について， ロイレッケ

発展――」今井勝人・馬場

哲編『都

）

）

）

）

）

）

して男性

） ドイツ

市化の比較史――日本とドイツ―

より作成。

より短いという点も影響している

における女性の就業率は，

―』日本経済評論社， 年所

ただし，男女労働者の賃金格差

。

年＝ ％， 年＝ ％，

収，を参照。

には，女性の労働時間が概

年＝ ％， 年＝

％と

）

である。

）

）

）

） 企業規

昇する。

世紀末から急速に高まり，すで

模と勤続年数について若干ふれて

ただし，こうした現象が見られる

にワイマール期には第二次大戦

年の数値

＊

おけば，まず一般に，企業規模

のは後に見る時間賃金で働く労

後と同じ水準に達している。

は西ベルリンを除いたもの

が大きいほど賃金収入は上

働者のみであり，出来高賃

金労働者

働者ほど

れは，こ

状況が一

現象は現

く労働者

）

の場合は，むしろ企業規模拡大に

収入は高いが，しかし， 年以上

の層に属する労働者が比較的高齢

因となっていると思われる。

を参照。 年代以降の高

れず，むしろ，大企業と小企業の

の比率が低下する，という分極化

ともなって収入が低下している

同一企業で働く労働者について

で，そうした労働者の賃金が一

企業規模分

度成長下でも，大企業への労働者

両者で多数の労働者が働き，そ

傾向が見られた。

。また，勤続年数が長い労

はむしろ低下している。こ

般に低い，という後に見る

布の長期的変化について，

の一極集中というような

のあいだの中規模経営で働

なお，業務レベ

ルが上で

傾向を示

）

）

） 職員の

務レベル

）

）

）

あるほど出来高賃金と時間賃金の

している。

場合は， 歳層はその下の層

別の構成はほとんど変わっていな

差は小さい。また，賃金形態に

より高熟練層が増す方向で変化

い。

よる収入格差は戦後，縮小

し，その上の年齢層では業

）

）

ている者

）

）

世帯の３

）

の比率も職員より労働者の方が高

より作成。

世帯所得

分の１より高い月収（純所得）を

また，本来の仕事のほか

い。

で見ると， 年時点で，労働

得ていた。

に副業（アルバイト）をし

者世帯の ％が職員・官吏

（ ）



） 南亮

） 日本

ツでは

戦後ド

進『日本の経済発展と所得分布

の場合，物価上昇のピークを成

， 年 月の時点で，卸売物

イツの経済格差（山井）

』岩波書店， 年，

す 年の消費者物価は 年の

価が 年の１兆 億倍という

約 倍であった。一方ドイ

まさに天文学的な上昇を記録

した。

） 寺崎

） 南，

会およ

）

）

中村隆英『日本経済――その成

康博「戦前期所得分布の変動

さらに，他の諸要因も

び産業構造的要因――日本の経

クズネッツ『近代経済成長の分析

長と構造――』（第３版）東京

展望」『長崎大学教養部紀要（人

含め， 口敏行・寺崎康博「家

験――」『経済研究』 （

上』（塩野谷祐一訳）東洋経済

さ

大学出版会， 年，

文科学篇）』 （ ）

計の所得分布変動の経済・社

） を参照。

新報社， 年，

らに，斉藤・八林・鎗田編，

） 谷沢

ター，

）

） 南，

） 口

） クレ

東ドイ

――」

を参照。

弘毅『近代日本の所得分布と家

年，

第７章。さらに，谷沢，第４章

・寺崎，

スマン， 戦後東ドイ

ツ農村の土地改革・集団化と村

『歴史と経済』 （ ）。

族経済――高格差社会の個人計量

第２節の詳細な分析を参照。

ツの土地改革についての最近の

落――メクレンブルク・フォア

経済史学――』日本図書セン

研究として，足立芳宏「戦後

ポンメルン州 年

）

） 南，

） 南，

の所得

予備軍

命以来

（ ）
‥

他の推計値として，

口・寺

分布（ ）」『経済研究』 （

の枯渇によって日本は産業資本

，労働生産性と実質賃金率との

口・寺崎， （表１）を参照

崎， 口敏行・高

） 岩井克人は，

主義からポスト産業資本主義へと

「差異」によって利潤を生み出し

。

山憲之・寺崎康博「戦後日本

年代後半における農村産業

移行した，と論じる。産業革

てきた産業資本主義は，生産

力以下

の過剰

ある。

） クズ

）

ール地

） ドイ

年

いる。

の低賃金で働く大量の労働者の

人口が枯渇したため，「新しさ」

岩井克人『会社はこれからどう

ネッツ，

方を除く第一次大戦後の領土に

ツのデータは，

段階での修正値であり，たとえ

日本のデータは『経済要覧』

存在を前提するが，そうした労働

に差異を求めるポスト産業資本

なるのか』平凡社， 年，第７

（国民所得中の賃金・俸給の比率

関するものである。

の ）よ

ば 年の数値は修正前の か

年度版の「分配国民所得」

者の供給源となってきた農村

主義に移行する，というので

章。

）ただし， 年の数値はザ

り計算。 年以降の数値は

ら とやや低く改められて

ないし「国民所得分配勘定」

による

た。

） 南，

）『経

）

際比較

）

。『要覧』に示される各年の数値

済要覧』平成 年版（ ），

）を参照。

前注

が年度版によって異なることが

さらに，刈谷， （

の本文箇所で示した戦前の数値

あるが，最新版の数値をとっ

農業就業率低下プロセスの国

はエルベ川以東を含むドイツ

（ ）



帝国全域

東は戦前

れねばな

立命館経済

に関するものであり，ここに示し

，ドイツにおける農業人口の ％

らない。

学（第 巻・第３号）

た戦後の数値は西ドイツに限っ

を占めており（ ），

たものである。エルベ川以

それを失った影響が顧慮さ

） 農村か

村から大

）

）

）

） ヴァ

ら都市への人口移動について，注

都市への労働者の大量移動は，

ルラフ『最底辺』（マサコ・シェ

を参照。そこで述べたように

年代以降テンポを落としてい

ーンエック訳）岩波書店，

，帝政期に大きく進んだ農

る。

年。

（ ）


